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第３次横浜市男女共同参画行動計画の成果指標
及び活動指標の進捗状況

※１　原則、計画策定時はH21年度、目標値及び実績はH26年度末

取組目標Ⅰ　男女共同参画についての理解の促進
成　果　指　標 計画策定時※１ 目　標　値※１ 実　績※１ 達成度

「男女共同参画社会」という
言葉の認知度 69.6% 100% 75.0% △

活　動　指　標 計画策定時 目　標　値 実　績 達成度

区役所・事業所等での
パネル展実施回数 13回／年 18回以上／年 19回／年 ○

メディア・リテラシーに関する
セミナーの開催回数 ― ３回／年 １回（累計）

関連図書フェア３回 ×

男女共同参画センターの
図書貸出冊数 38,879冊／年 40,000冊／年 72,569冊／年 ○

取組目標Ⅱ　男女がともに社会のあらゆる分野に参画する機会の確保
成　果　指　標 計画策定時 目　標　値 実　績 達成度

市内事業所の女性管理職
（課長相当クラス）の割合

7.8%
（H22年度） 15% 12.6%

（H25年度） △

横浜市役所女性責任職
（課長級以上）の割合【重点】

9.1%
（H22年４月１日）

15%
（H27年４月１日）

13.0%
（H27年４月１日） △

横浜市審議会・行政委員会への
女性委員の参画比率【重点】

34.1%
（H22年４月１日）

50%
（H27年４月１日）

40.4%
（H27年４月１日） △

活　動　指　標 計画策定時 目　標　値 実　績 達成度

女性のしごと
相談ステーション相談件数 169件／年 200件／年 344件／年 ○

男女共同参画トップセミナー
（仮称）の開催回数 ― 10回以上／年 14回／年 ○

委員改選４か月前の
審議会等に対する事前協議の

予告通知実施件数
― 対象となる全審議

会等
対象となる全審議

会等 ○

達成度
○：目標達成
△：目標未達でも策定時の数字を超過もしくは同程度
×：目標未達で策定時より減少
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取組目標Ⅲ　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現
成　果　指　標 計画策定時 目　標　値 実　績　 達成度

男性の育児休業取得率
【重点】 1.8％ 10％ 4.2%

（H25年度） △

ワーク・ライフ・バランスに
取り組んでいる企業の割合 16.2％ 30％ 28.1%

（H25年度） △

活　動　指　標 計画策定時 目　標　値 実　績 達成度

「よこはまグッドバランス賞」
認定事業所数 49事業所（累計） 125事業所

（累計）
180事業所
（累計） ○

保育所待機児童数 1,552人
（H22年４月１日）

解消
（H25年４月１日）

解消
（H25年４月１日） ○

取組目標Ⅳ　性に関する理解と生涯を通じた健康の支援
設定なし

取組目標Ⅴ　多文化共生の推進と外国人女性が安心して暮らせる環境づくり

成　果　指　標 計画策定時 目　標　値 実　績 達成度

在住外国人のうち、現在の
暮らしに満足している割合 55.4% 65%

（25年度）
63.9%

（25年度） △

活　動　指　標 計画策定時 目　標　値 実　績 達成度

国際交流ラウンジ整備数 ８か所 11か所 11か所 ○

初期日本語学習支援講座
開催か所数 ― ４か所 ６か所 ○

取組目標Ⅵ　女性への暴力やセクシュアル・ハラスメントの根絶への取組

成　果　指　標 計画策定時 目　標　値 実　績 達成度

DV防止法の認知度 89.9% 100% 89.4% ×

DV被害者のうち、
暴力を受けた後に相談した

人の割合【重点】
19.9% 50% 20.7% △

セクシュアル・ハラスメント
防止対策に取り組んでいる
市内事業所の割合

58.6% 100% 38.3%
（25年度）

（×）
※２

活　動　指　標 計画策定時 目標値 実　績 達成度

若者向けデートDV防止の
研修教材作成 ― 市内高等学校に配

布
市内中学・高等
学校に配布 ○

※２　 セクシュアル・ハラスメント防止対策に取り組んでいる事業所割合は減少しているものの、その後の追加
調査では、相談窓口等の制度の設置は無いものの個別対応可能な環境にあるとした事業所が半数以上など、
一定程度の取組がなされている実態が判明しました。
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１．10年後の社会（中長期的視点）
（１）生産年齢の人口減少（少子化・高齢化）
図表１　2025年の男女別年齢別労働力人口（推計）
図表２　2010年の男女別年齢別労働力人口
図表３　横浜市の将来人口
図表４　人口構成バランスが高齢化へスライドすることへの対応（2010年と2025年の比較）
図表５　横浜市の年齢３区分人口

（２）ダイバーシティ＆インクルージョン
図表６　ダイバーシティ経営企業100選の表彰企業数

（３）グローバル化
図表７　横浜市の国籍別外国人登録人口
図表８　国内の在留外国人総数上位50位の自治体

（４）格差の拡大
図表９　横浜市における無業者数の推移（上：男性、下：女性）
図表10　自殺者数の男女別構成比の推移
図表11　横浜市における雇用形態別所得（15～39歳）
図表12　横浜市における正規・非正規職員・従業員の割合（15～39歳）
図表13　横浜市における正規・非正規職員・従業員の割合（15～39歳）（男性）
図表14　横浜市における正規・非正規職員・従業員の割合（15～39歳）（女性）

（５）世帯構成の変化
図表15　横浜市の家族類型別世帯数
図表16　生涯未婚率（横浜市・全国）
図表17　世代・世帯類型別相対的貧困率（平成19年、22年）

（６）情報技術の進展
図表18　スマートフォン・タブレットでのサービス利用
図表19　企業のICT環境整備とテレワーク導入率
図表20　テレワークの利用意向

２．横浜市の現状及び特徴
（１）市内の企業について
図表21　１事業所あたりの従業者規模別の事業所数

（２）働きたい・働き続けたい女性について
図表22　15歳以上の就業者に占める市外従業者の割合（男女別、政令指定都市）
図表23　35～39歳の就業者の女性に占める市外従業者の割合（政令指定都市）
図表24　15歳以上の就業者に占める市外従業者の割合（区別）
図表25　 年間就業日数が200日以上の就業者に占める週間就業時間60時間以上の就業者の割合

（正規職員・従業員）
図表26　 年間就業日数が200日以上の就業者に占める週間就業時間60時間以上の就業者の割合

（非正規職員・従業員）
図表27　大学・都市パートナーシップ協議会参加大学一覧

関連データ
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図表28　仕事を辞めた時期
図表29　女性の年齢階級別労働力率の推移
図表30　女性の年齢階級別労働力率の比較
図表31　今後の就業意向
図表32　今後、就業する場合の希望する働き方
図表33　25～44歳の女性のうち大学・大学院卒の割合
図表34　大学卒以上の女性の有業率（全国・政令指定都市）
図表35　女性の労働力率及び自営業主の比率
図表36　個人業主の事業所の構成

（３）男性・シニア等について
図表37　子どものいる夫婦の共働き率と出生総数に占める第３子以降割合との関係（政令指定都市）
図表38　３世代世帯の世帯割合（政令指定都市）
図表39　性別役割分担意識「男は仕事、女は家庭を中心にする方がよい」という考え方について
図表40　仕事や学校のある日において各活動に費やしている時間（世帯類型別）
図表41　生活の中での各活動の優先度の理想と現実
図表42　家事等・子育て・介護の役割分担の理想
図表43-1　家事等の役割分担の実態（性別）（その１）
図表43-2　家事等の役割分担の実態（性別）（その２）
図表44　男性が育児のための休業や休暇をとることについての社会や企業の支援に対する意識

（４）困難な立場にある男女について
図表45　配偶者からの被害経験（全国）
図表46　配偶者やパートナーから暴力にあたる行為を受けた経験（横浜市）
図表47　配偶者やパートナーの間での暴力について、身近で見聞きした経験（横浜市）
図表48　交際相手からの被害経験の有無（全国）
図表49　デートDVの被害経験（横浜市）
図表50　子供によるDVの目撃（横浜市）
図表51　DV相談件数の推移（横浜市）
図表52　 配偶者からの暴力事案等の認知状況（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対す

る脅迫を受けた被害者の相談等を警察が受理した件数）（全国）
図表53　配偶者やパートナーからの暴力についての相談窓口の認知度（横浜市）
図表54　暴力にあたる行為を最初に受けた後の相談（横浜市）
図表55　相談をした先（横浜市）
図表56　一時保護件数の推移（横浜市）
図表57　暴力を受けた人が安心して生活するために必要と考える支援（横浜市）
図表58　配偶者やパートナーの間での暴力と思われる行為（横浜市）
図表59　配偶者やパートナーからの暴力をなくすために必要なこと（横浜市）
図表60　母子世帯数・父子世帯数（横浜市）
図表61　横浜市における家族構成の変化
図表62　横浜市における母子世帯・父子世帯の総収入
図表63　単身高齢女性率（区別）
図表64　横浜市における無業者数の推移（男性）
図表65　横浜市における無業者数の推移（女性）

（５）男女全般・子どもへの働きかけと環境づくりについて
図表66　６歳未満の子どものいる世帯の割合（区別）
図表67　横浜市における海外諸都市とのネットワーク
図表68　横浜市における海外諸都市との交流の例
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１．10年後の社会（中長期的視点）
（１）生産年齢の人口減少（少子化・高齢化）

○2025年には、横浜市の高齢者が100万人に増加する一方、人口のピークは2019年（平成
31年）であり、生産年齢人口は減り続ける。

（出典）横浜市「横浜市の将来推計人口」（平成24年）
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都市の活力を維持し
ていくためには、い
かに女性やシニア世
代がポテンシャルを
発揮していけるかが
鍵となる。

（出典）総務省「国勢調査」（平成22年）
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図表１　2025年の男女別年齢別労働力人口（推計）

図表２　2010年の男女別年齢別労働力人口
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3,736千人

（出典）横浜市「横浜市の将来人口推計」（平成 24 年）

（出典）横浜市「中期４か年計画　2014－2017」（平成26年）
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子ども
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（人）
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以上

就業者就業者
家事層家事層

非就業者※非就業者※

家事層家事層

15歳

2025年の人口構成

2010年の人口構成

65歳

2025年
子育て世代の大幅減

「人も企業も輝く」ための政策投入………P.016～

370　万　人　の　健　康　づ　く　り370　万　人　の　健　康　づ　く　り

切れ目のない
子育て支援

「女性」の活躍支援
（女性家事層　30万人）

「シニア」パワーの発揮
（高齢非就業者　47万人）
（高齢家事層　24万人）

「シニア」パワーの発揮
（高齢非就業者　47万人）
（高齢家事層　24万人）

未来を担う
「子ども・若者」

の育成

2025年
団塊の世代が75歳超
高齢者人口　約100万人
23万人増（74万人→97万人）

出生数　3.3万人
（出生率　1.30）

子育て世代  116万人
（主に30～40代）

就業者
170万人

高齢者人口　74万人
（75歳以上　33万人）

出生数
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子育て世代
25万人減
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（出生率　1.25）
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就業者
165万人
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高齢者人口　97万人
（75歳以上　59万人）
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２
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２
０
２
５
年
に
お
け
る
課
題

※非就業者：ここでは、完全失業者と非労働力人口のうちその他を合わせたものとする。
（資料：総務省「国勢調査」、政策局）

図表３　横浜市の将来人口

図表４　人口構成バランスが高齢化へスライドすることへの対応（2010年と2025年の比較）
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（２）ダイバーシティ＆インクルージョン

○経済産業省の「ダイバーシティ経営企業100選」事業では、優れたダイバーシティ経営企業
を選定・表彰し、ベストプラクティス集として広く発信している。
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（出典）横浜市「横浜市の将来人口推計」（平成24年）
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（出典）経済産業省「ダイバーシティ経営企業100選　表彰企業」より作成（平成24年度～26年度）

建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
金融業・保険業
学術研究、専門・技術サービス業
医療・福祉

製造業
情報通信業
不動産業、物品賃貸業
複合サービス事業
生活関連サービス業、娯楽業

運輸業・郵便業
卸売業・小売業
宿泊、飲食サービス
教育・学校支援業
その他サービス業

図表５　横浜市の年齢３区分人口

図表６　ダイバーシティ経営企業100選の表彰企業数
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（３）グローバル化

○市内在住の外国人は増加傾向にある。

（出典）横浜市「横浜市統計書」（平成26年度）

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

(人)

中国 韓国および朝鮮 フィリピン ブラジル 米国 ペルー ベトナム タイ インド 英国 その他

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000

33,584                             15,273          6,614

31,375                            14,120          6,623
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図表７　横浜市の国籍別外国人登録人口

図表８　国内の在留外国人総数上位50位の自治体
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（４）格差の拡大
【無業者】

○15歳から39歳までの若年無業者割合は、昭和60年から平成22年にかけて倍増している。
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（出典）総務省「国勢調査」（昭和60～平成22年）

図表９　横浜市における無業者数の推移（上：男性、下：女性）
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【自殺者】

○男女別の自殺者数の構成比の推移をみると、平成９年から10年にかけて急増しており、増
加者数の多くが男性で占められている。

【正規・非正規の職員・従業員】

○横浜市の正規・非正規職員・従業員（15歳～39歳）の賃金を見ると、年間所得200万以内
までは非正規が半数以上を占め、200万以上は正規が半数以上を占める。

○横浜市の15～39歳の非正規職員・従業員の割合は、ここ10年で約３％上昇している。
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図表10　自殺者数の男女別構成比の推移

図表11　横浜市における雇用形態別所得（15～39歳）
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（出典）総務省「就業構造基本調査」（平成24年）
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（出典）総務省「就業構造基本調査」（平成24年）
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図表12　横浜市における正規・非正規職員・従業員の割合（15～39歳）

図表13　横浜市における正規・非正規職員・従業員の割合（15～39歳）（男性）

図表14　横浜市における正規・非正規職員・従業員の割合（15～39歳）（女性）
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（５）世帯構成の変化

○世帯数のピークは2030年（平成42年）で、1,673千世帯まで増加したのち、減少局面を迎
える。

○「単独世帯」、「夫婦のみ世帯」が増加し、「夫婦と子どもからなる世帯」は減少が予測されて
いる。

（出典）横浜市「横浜市の将来人口推計」（平成24年）
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（出典）横浜市「横浜市民生活白書2013」（平成25年）

資料：国立社会保障・人口問題研究所（全国値）、横浜市政策局
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図表15　横浜市の家族類型別世帯数

図表16　生涯未婚率（横浜市・全国）

77



60

40

20

0
全
体
・
男

全
体
・
女

単
身
・
男

単
身
・
女

夫
婦
の
み
・
男

夫
婦
の
み
・
女

全
体
・
男

全
体
・
女

単
身
・
男

単
身
・
女

夫
婦
の
み
・
男

夫
婦
の
み
・
女

夫
婦
と
未
婚
の
子
・
男

夫
婦
と
未
婚
の
子
・
女

母
子
世
帯

父
子
世
帯

全
体
・
男
児

全
体
・
女
児

夫
婦
と
未
婚
の
子
・
男
児

夫
婦
と
未
婚
の
子
・
女
児

母
子
世
帯

平成22年平成19年

高齢者世代（65歳以上） 勤労世代（20～64歳） 子ども世代（20歳未満）

（％）

備考）１．厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成19年、22年）を基に、男女共同参画会議基本問題・影
響調査専門調査会女性と経済ワーキング・グループ（阿部彩委員）による特別集計より作成。

　　　２．想定的貧困率は、可処分所得が中央値の50％未満の人の比率。 
　　　３．平成19年調査の調査対象年は平成18年、平成22年調査の調査対象年は平成21年。 
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図表17　世代・世帯類型別相対的貧困率（平成19年、22年）
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（６）情報技術の進展

○スマートフォン・タブレットでのサービス利用が多様化している。
○企業のICT環境は整いつつあるものの、テレワーク導入率は１割程度であり、男女共に過半
数の層でテレワークの利用意向がある。

（出典）総務省「情報通信白書」（平成26年）
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図表18　スマートフォン・タブレットでのサービス利用

図表19　企業のICT環境整備とテレワーク導入率

図表20　テレワークの利用意向
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２．横浜市の現状及び特徴
（１）市内の企業について

○市内企業の99％が中小企業。（１事業所当たりの従業員数が29人以下の事業所が92.5％、
従業員数が299人以下の事業所が99.4％を占めている）

（出典）総務省「経済センサス　活動調査」（平成24年）

1～4人
20～29人
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図表21　１事業所あたりの従業者規模別の事業所数

（２）働きたい・働き続けたい女性について

○市外勤務の女性が多く、通勤時間が長い。
○男女ともに長時間勤務の割合が高い。
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図表23　35～39歳の就業者の女性に占める市外従業者の割合（政令指定都市）

図表24　15歳以上の就業者に占める市外従業者の割合（区別）
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（％）

注）一次産業を除く雇用者
（出典）総務省「就業構造基本調査」（平成24年）
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注）一次産業を除く雇用者
（出典）総務省「就業構造基本調査」（平成24年）
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図表25　年間就業日数が200日以上の就業者に占める週間就業時間60時間以上の就業者の割合
（正規職員・従業員）

図表26　年間就業日数が200日以上の就業者に占める週間就業時間60時間以上の就業者の割合
（非正規職員・従業員）
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図表27　大学・都市パートナーシップ協議会参加大学一覧

○市の中期４か年計画において「大学と連携した地域社会づくり」を掲げ、市内の大学がこれ
まで取組んできた新たな価値の創造や地域社会への貢献を一層、拡充・強化していくための
仕組みづくりに取り組んでいる。

○大学・都市パートナーシップ協議会は、市内の大学が豊富な知的資源などの蓄積を活かし、
市民・企業・行政と連携して活力と魅力溢れる都市を実現するため、市内大学学長・理事長
と横浜市長の意見交換の場として、平成17年３月14日に設立された。パートナーシップ協
議会には、協定を締結した大学が30校ある。

神奈川大学 鎌倉女子大学・
短期大学部

カリタス女子
短期大学

関東学院大学 慶應義塾大学

國學院大學 湘南医療大学 情報セキュリティ
大学院大学

昭和大学 星槎大学

玉川大学 鶴見大学・短期
大学部

桐蔭横浜大学 東京藝術大学
大学院

東京工業大学

東京都市大学 東洋英和女学院
大学

日本体育大学 フェリス女学院
大学

放送大学

明治学院大学 八洲学園大学 横浜国立大学 横浜商科大学 横浜女子短期
大学

横浜市立大学 横浜創英大学 横浜美術大学 横浜薬科大学 SBI大学院大学

（30校　50音順）

83



○結婚・出産を機に退職している女性が多い一方で、働いていない９割以上が就労希望。

結婚を機に辞めた
27.0％ 

第1子の妊娠・出産・
育児を機に辞めた

42.1％

その他
15.0％

無回答　1.3％

第2子以降の妊娠・
出産・育児を機に辞めた

4.7％ 

家族の介護を機に辞めた　1.7％ 

家族の転勤・
転居を機に辞めた

8.2％

（n＝233）

（出典）横浜市「女性の就業ニーズ調査」（平成26年度）

結婚・妊娠・出産・育児を機に仕事を辞めた　73.8％

0

10
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40

50

60

70

80

90

100

65歳以上60～64歳55～59歳50～54歳45～49歳40～44歳35～39歳30～34歳25～29歳20～24歳15～19歳

17.4

（％）

17.1

72.9

67.8

59.1

79.7

65.5

38.1
44.1

59.6
64.2

55.1

69.7

59.2

67.9

54.0

59.4

43.2
45.7

29.3

11.7

15.1

（出典）総務省「国勢調査」（平成 2～22年）

注）労働力状態「不詳」を除いて算出している。

平成２年
平成12年
平成22年

図表28　仕事を辞めた時期

図表29　女性の年齢階級別労働力率の推移
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（％）

全国 横浜市 政令指定都市平均

（出典）総務省「国勢調査」（平成22年）

すぐにでも仕事に
就きたい・求職中

9.8％ 

現在抱えている不安や
問題が解決されれば、
仕事に就きたい
31.1％

仕事には就きたくない、
就く必要がない

7.0％

無回答　0.4％

今すぐにはではないが、
いずれは仕事に就きたい

51.6％ 

（出典）横浜市「女性の就業ニーズ調査」（平成26年度）

（n＝244）

今後の就業意向のある人　92.6％　（226人）

図表30　女性の年齢階級別労働力率の比較

図表31　今後の就業意向
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正規の社員・
職員で

短時間勤務
15.9％ 

派遣・嘱託・契約・
非常勤などの従業員で

短時間勤務
12.4％

　短時間勤務　
79.2％

在宅勤務・テレワーク　1.3％
起業（自分で事業を始める）　2.7％ 自営業・家族従業（法人以外）　0.4％

その他　0.4％

（出典）横浜市「女性の就職ニーズ調査」（平成26年度）

（n＝226）

正規の社員・
職員で

フルタイム勤務
15.0％ 

派遣・嘱託・契約・
非常勤などの従業員で
フルタイム勤務

0.9％

フルタイム勤務
15.9％ 

パート・アルバイト
50.9％

パート・アルバイト
50.9％

正規の社員・職員
30.9％

図表32　今後、就業する場合の希望する働き方
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○高度な専門性を持つ女性が多い一方で、この層の有業率は低い。

（出典）総務省「国勢調査」（平成22年）
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20.020.0 19.619.6 18.918.9
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（出典）総務省「就業構造基本調査」（平成24年）
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図表33　25～44歳の女性のうち大学・大学院卒の割合

図表34　大学卒以上の女性の有業率（全国・政令指定都市）
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○女性の起業家等は社員として女性を雇用する割合も高く、出産や育児に際しても継続する人
が多い。

100％

80％

60％

40％

20％

0％
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0％
15
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〜
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〜
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〜
59
歳
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〜
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65
〜
69
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70
〜
74
歳

75
歳
以
上

労働力率＋就業希望者率（左軸）

自営業主の比率（右軸）

総務省「労働力調査（詳細集計）」（2010年）より作成。

注）年齢階級ごとの15歳以上人口に占める。労働力人口及び自営業主の割合。自営業主には家族従業員、
内職者は含まない。 

（出典）内閣府男女共同参画会議　基本問題・影響調査専門調査会「女性と経済」ワーキング・グループ
「女性の活躍できる経済社会の構築に向けて」最終報告（平成24年）

労働力率（左軸）

男・個人事業主
男・パート、アルバイト
女・家族従業者

男・家族従業者
男・臨時雇用者
女・正社員

男・正社員
女・個人事業主
女・パート、アルバイト

男性個人業主
の新設事業所

女性個人業主
の新設事業所 3.4

0.0

0.2

1.2 2.8

2.2
4.1

1.1

【男性従業者：50.5％】

【女性従業者：89.1％】

24.9

37.7 9.0

9.0 12.2 3.4 5.4 5.612.7

29.5 10.1

25.5

資料：経済センサス－基礎調査（平成21年、総務省）、事業所・企業統計調査（平成18年、総務省）を男
女共同参画局　基本問題・影響調査専門調査会　女性と経済ワーキング・グループで特別集計。

（出典）内閣府男女共同参画会議　基本問題・影響調査専門調査会「女性と経済」ワーキング・グループ
「女性の活躍できる経済社会の構築に向けて」最終報告（平成24年）

図表35　女性の労働力率及び自営業主の比率

図表36　個人業主の事業所の構成
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（３）男性・シニア等について

○横浜市は子どものいる夫婦の共働き率と多子世帯（第３子以上）が少ない。
○親との同居世帯が少ない（核家族化の傾向にある）。
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千葉市

さいたま市

静岡市

浜松市

新潟市

札幌市

（％）

（％）

（出典）総務省「国勢調査」（平成22年）、厚生労働省「人口動態調査」（平成25年）
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3.9 3.9
平均 4.8%

図表37　子どものいる夫婦の共働き率と出生総数に占める第３子以降割合との関係（政令指定都市）

図表38　３世代世帯の世帯割合（政令指定都市）
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○平成26年度に実施した男女共同参画に関する市民意識調査によると「男は仕事、女は家庭
を中心にする方がよい」という考えについての意識を性別にみると、女性は否定的な考え方
が肯定的な考え方を上回っているが、逆に、男性は肯定的な考え方が否定的な考え方を大き
く上回っており、男女間で意識の差がみられる。

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成21年度）

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（％）

無回答分からないそう思わないどちらかといえば
そう思わない

どちらとも
いえない

【今回調査】平成26年度調査 否定的な考え方肯定的な考え方

どちらかといえば
そう思う

そう思う

女性（n=834）

男性（n=600）

全体（n=1,462）
0.5

7.1 26.9 30.6 9.4 24.3 1.2

0.5
9.3 33.2 28.0 9.0 19.3 0.7

0.5

5.0 22.8 33.1 9.5 27.9 1.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（％）

無回答分からないそう思わないどちらかといえば
そう思わない

どちらとも
いえない

どちらかといえば
そう思う

そう思う

女性（n=1,105）

男性（n=862）

全体（n=2,000）
0.7

9.7 29.3 32.5 6.8 19.7 1.5

0.7
11.5 34.9 30.2 6.0 15.4 1.3

0.6

8.1 24.4 34.5 7.3 23.3 1.6

図表39　性別役割分担意識「男は仕事、女は家庭を中心にする方がよい」という考え方について
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○男性の家事・育児時間が短い（共働き世帯で比較した場合、女性と比べて３割程度）。

共働きしている

男性のみ働く

女性のみ働く

共に無職

仕事・学校 育児・介護家事 自由に使える時間 睡眠時間

10時間40分

8時間31分

4時間20分 5時間39分 4時間03分 5時間56分 7時間07分

3時間50分 3時間28分 2時間17分 3時間08分 6時間50分

3時間07分 6時間15分 8時間42分 5時間17分 6時間35分

4時間00分 4時間18分 3時間05分 6時間25分

3時間13分 6時間29分

11時間37分

4時間26分 2時間20分 3時間38分 7時間55分 7時間21分

2時間50分 2時間57分 6時間55分 8時間09分

3時間23分 6時間39分

1時間22分1時間18分

【男性】

共働きしている

男性のみ働く

女性のみ働く

共に無職

【女性】

1時間33分1時間39分

注）活動ごとに有効回答数が異なる。時間は、各活動の有効回答の平均を示しており、また、１日の
うちのすべての活動についてたずねたわけではないため、合計時間は24時間となっていない。

（出典）　横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

図表40　仕事や学校のある日において各活動に費やしている時間（世帯類型別）
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○生活の中での優先度の希望と現実をたずねたところ、希望としては、男性で仕事と家庭生活
の複数活動を優先したいが高くなっていたが、現実には仕事を優先していた。
○女性では家庭生活を優先したいとの希望が高く、次に、仕事と家庭生活の複数活動を優先した
いとの希望が高くなっており、希望も同じく家庭生活を優先している割合が高くなっている。

「仕事」を優先したい
「地域・個人の生活」を優先したい
「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先したい
「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先したい
無回答

「家庭生活」を優先したい
「仕事」と「家庭生活」をともに優先したい
「家庭生活」と「地域・個人の生活」ともに優先したい
わからない

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

希望（n＝1,458）

現実（n＝1,458）

希望（n＝600）

現実（n＝600）

希望（n＝830）

現実（n＝830）

（出典）　横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

4.0

6.7 4.8 3.0 3.518.0

34.2

25.4

12.3 39.8 19.9 12.0

23.5 18.9 19.4

17.8 20.26.0 7.83.5

3.7

3.5 4.3

32.3 11.0 18.3

21.4 30.3 20.0 10.33.6 3.6 4.4 4.0

22.1 27.2 15.6 18.83.5 2.7 3.6

2.2 2.5

3.9 5.1 3.7
1.7

2.3

2.6

2.5

2.3

2.7

2.0

2.2

全
体

男
性

女
性

図表41　生活の中での各活動の優先度の理想と現実
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

食事の用意

食事の後かたづけ

食料品・日用品の買い物

掃除

洗濯

日常の家計管理

自治会・町内会等の活動

主に夫
有償サービスの利用

主に妻
無回答

夫と妻が同じ程度
その他

家族で交代・分担

0.4

（出典）　横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

（n=1,462）

19.2

5.1 32.1

37.3

34.1

24.1

15.9

30.9

9.2

3.8 61.3

61.4

47.3

50.1 22.0

23.0

17.3

44.9

42.4

64.8 15.9

10.3

27.2

15.8

6.3

4.9

8.4 4.04.2

3.2

20.2

39.1

20.9

17.1

21.3

3.6

5.6

3.7

3.4

3.6

3.7

3.8

8.8

8.3

8.3

9.0

8.5

8.5

8.6

8.1

42.5 12.0 20.1 7.0

4.8 30.6 46.1 12.7

41.2 28.5

22.6 35.0

27.1 28.8

21.3 36.3 3.3

3.2

3.2

4.1

3.1

50.3 24.2 3.5

1.4

2.9

1.1 

0.3

0.1

0.2

0.5

0.2

0.1

0.1

2.1

1.8

2.0

1.8

1.8

1.6

2.3

ミルク・食事の世話

おしめの取替え・排泄の世話

お風呂に入れる

保育園や幼稚園の世話

しつけをする

勉強をみる

幼稚園・学校の行事への参加

高齢の親の介護

0.3

【子育て・介護】

（n=1,462）

【家事等】

0.2

1.4 

1.3

0.3 

0.7

0.3

0.6

1.4

0.3

0.0

0.5

0.0

図表42　家事等・子育て・介護の役割分担の理想
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体（n=1,015）

男性（n=424）

女性（n=576）

52.3

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

【食事の用意】

全体（n=1,015）

男性（n=424）

女性（n=576）

【食事の後かたづけ】

全体（n=1,015）

男性（n=424）

女性（n=576）

【食料品・日用品の買い物】

4.7 5.9 82.8 4.2

3.4
0.8

 1.3

87.7 5.4
2.4

2.8

0.7

 1.0

36.45.8

0.9

 1.4

47.6 15.2 29.8 5.8

8.3 18.6 61.8 9.2

76.7 12.2 6.4 3.5

0.7
 1.0

1.2
 0.9

0.3
 0.9

43.9

26.4 57.1

21.0 26.7 5.9

7.16.6

71.7 16.5 4.9 5.0

0.2 1.1
 1.2

1.7
 0.9

0.7
 1.0

0.2

0.2

主に自分
主に配偶者またはパートナー
有償サービスの利用
無回答

自分と配偶者またはパートナーが同じ程度
家族で交代・分担
その他

図表43-1　家事等の役割分担の実態（性別）（その１）
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体（n=1,015）

男性（n=424）

女性（n=576）

主に自分
主に配偶者またはパートナー
有償サービスの利用
無回答

自分と配偶者またはパートナーが同じ程度
家族で交代・分担
その他

46.0

【掃除】

全体（n=1,015）

男性（n=424）

女性（n=576）

【洗濯】

全体（n=1,015）

男性（n=424）

女性（n=576）

【日常の家計管理】

10.4 18.2 59.7

7.5

9.9

0.5
 0.9

72.2 16.1 4.3 5.7
0.2
 0.9

27.717.0

0.9
 0.7

51.8 8.5 4.3

6.6

6.8 4.0

33.8

7.1 10.6 74.5

85.1

0.5
 1.0

0.7
 0.5

0.3
 1.0

48.4 15.4 32.7

16.0 16.5 63.7

72.7 13.9 10.2

1.3 1.0
 1.3

1.4
 0.5

0.7
 1.6

0.4

0.2

0.1

2.6

1.9

0.9

0.5 

0.2

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

図表43-2　家事等の役割分担の実態（性別）（その２）

（％）

そう思う（計） そう思わない（計）

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

0 20 40 60 80 100

そう思う ある程度はそう思う あまりそう思わない そう思わない わからない 無回答

9.4 3.61.7 11.4 28.1 45.9

図表44　男性が育児のための休業や休暇をとることについての社会や企業の支援に対する意識
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（４）困難な立場にある男女について

○DV問題は生活困窮や児童虐待などとも複合的に絡み、深刻化・複雑化している。

何度も
あった

１、２度
あった

まったく
ない

無回答 何度も
あった

１、２度
あった

まったく
ない

無回答

（出典）内閣府「男女間における暴力に関する調査」（平成26年度）

0 20 40 60 80 100 0 20 40 60 80 100

あった（計） あった（計） 　（n＝1,401人） 　（n＝1,272人）

【女性】 【男性】

配偶者からの
被害経験の有無

A　身体的暴行

B　心理的攻撃

C　経済的圧迫

D　性的強要

あった（計）

(23.7)

(15.4)

(11.9)

(7.4)

(7.1)

4.24.2

5.05.0

5.65.6

5.45.4

6.06.0

72.172.1

79.679.6

82.582.5

87.287.2

86.986.9

14.014.0

12.112.1

6.66.6

3.83.8

4.14.1

3.53.5

1.41.4

2.02.0

0.90.9

ｰー

9.79.7

3.33.3

5.35.3

3.63.6

3.03.0

13.113.1

9.49.4

7.17.1

1.31.3

1.51.5

80.580.5

86.286.2

87.287.2

93.893.8

94.894.8

2.92.9

3.03.0

3.73.7

3.93.9

3.73.7

あった（計）

(16.6)

(10.8)

(9.1)

(2.2)

(1.5)

(％) (％)

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

全体（n＝1,212）

男性（n＝479）

女性（n＝714）

(％)

１、２度
あった

何度も
あった

まったく
ない

無回答

1.31.3

1.71.7

1.01.0

57.557.5

67.067.0

51.851.8

15.515.5

10.210.2

18.818.8

25.525.5

21.121.1

28.428.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

図表45　配偶者からの被害経験（全国）

図表46　配偶者やパートナーから暴力にあたる行為を受けた経験（横浜市）
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0 20 40 60 80

全体（n＝1,462） 男性（n＝600） 女性（n＝834）

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

(％)

身近に被害を受けた人がいる

身近な人から相談されたことがある

テレビや新聞などで話題になっていることは知っている

見聞きしたことはない

その他

無回答

20.120.1
12.812.8

25.425.4

7.67.6
6.26.2
8.58.5

61.461.4
58.258.2
63.763.7

29.329.3
37.337.3

23.723.7

1.51.5
1.01.0
1.81.8

3.13.1
3.23.2
2.92.9

（出典）内閣府「男女間における暴力に関する調査」（平成26年度）

総数（n＝1,847）

女性（n＝904）

男性（n＝943）

あった（計） なかった 無回答

2.52.5

2.92.9

2.12.1

82.782.7

78.078.0

87.387.3

14.814.8

19.119.1

10.610.6

(％)
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

図表47　配偶者やパートナーの間での暴力について、身近で見聞きした経験（複数回答）（横浜市）

図表48　交際相手からの被害経験の有無（全国）
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0 10 20 30 40 50

デートDVの被害経験
（いずれかの行為※を一つでも受けたことがある人）

①全体と男女別

②高校生と大学生別

総計（n=922） 21.8

女性（n=540） 26.7

男性（n=376） 14.9

デートDVの被害経験【高校生・大学生別】
（いずれかの行為※を一つでも受けたことがある人）

0 10 20 30 40 50

総計（n=922） 21.8

高校生合計（n=612） 16.8

高校生女性（n=319） 21.0

高校生男性（n=288） 12.5

大学生合計（n=310） 31.6

大学生女性（n=221） 34.8

大学生男性（n=88） 22.7

※デートDVの 5つの行為（「たたく、ける、物を投げる」、「バカにしたり、傷つく言葉を言う、
大声でどなる」、「メールのチェックや友達づきあいを制限する」、「性的な行為を無理やりす
る」、「デートの費用やお金を無理やり出させる」

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

知っていた（計）知っていた（計）

子どもはあなたが暴力を受けるところを見ていた

子どもが知っていたか、知らなかったかは、わからない

子どもはあなたが暴力を受けたところは見ていなかったが、物音や声、様子から知っていた

無回答
その他

子どもはあなたが暴力を受けたことを知らなかった

19.219.2

10.710.7

（％）

全体（n=276）

男性（n=86）

女性（n=188） 23.423.4

13.813.8

11.911.9

14.914.9

18.518.5

14.314.3

19.719.7

21.421.4

28.628.6

18.618.6

19.219.2

29.829.8

13.813.8

8.08.0

4.84.8

9.69.6

図表49　デートDVの被害経験（横浜市）

図表50　子供によるDVの目撃（横浜市）
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(件)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

※DV相談支援センターは平成23年9月から設置

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

3,661

4,654
4,865

4,467 4,659

（出典）横浜市「中期 4か年計画　2014－2017」（平成26年度）、横浜市こども青少年局及
び政策局資料より作成（平成23～25年度）

(件)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平
成
13
年

平
成
14
年

平
成
15
年

平
成
16
年

平
成
17
年

平
成
18
年

平
成
19
年

平
成
20
年

平
成
21
年

平
成
22
年

平
成
23
年

平
成
24
年

平
成
25
年

平
成
26
年

3,6083,608

14,14014,140 12,56812,568
14,41014,410

16,88816,888 18,23618,236
20,99220,992

25,21025,210
28,15828,158

33,85233,852 34,32934,329

43,95043,950

49,53349,533

59,07259,072

注１）平成13年は、配偶者暴力防止法の施行日（10月13日）以降の認知件数
注２）法改正に伴い、平成16年12月 2 日施行以降、離婚後に引き続き暴力等を受けた事案について、

平成20年 1 月11日施行以降、生命等に対する脅迫を受けた事案についても計上
注３）法改正に伴い、平成26年 1 月 3 日以降、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同

生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手方からの暴力事
案についても計上

（出典）警察庁「平成26年中のストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等の対応状況について」
（平成27年 3 月）

図表51　DV相談件数の推移（横浜市）

図表52　 配偶者からの暴力事案等の認知状況（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた
被害者の相談等を警察が受理した件数）（全国）
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全体（n＝1,462） 男性（n＝600） 女性（n＝834）

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

(％)
0 10 20 30 40 50 60 70 80

横浜市DV相談支援センター

神奈川県配偶者暴力相談支援センター

警察

区役所（福祉保健センター）

横浜市男女共同参画センター
（フォーラム）

民間の相談機関
（カウンセラー、民間シェルターなど）

横浜地方法務局人権擁護課
（人権擁護委員）

その他

相談できる窓口は知らない

無回答

17.417.4
13.313.3

20.420.4

7.67.6
6.26.2
8.58.5

67.867.8
68.268.2
67.667.6

31.331.3
29.029.0

33.333.3

5.05.0
4.24.2
5.55.5

15.315.3
9.89.8

19.319.3

5.95.9
8.08.0

4.14.1

0.70.7
1.01.0
0.50.5

20.320.3
23.223.2

18.318.3

3.13.1
3.23.2
2.82.8

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

総数（n＝497）

男性（n＝150）

女性（n＝337）

(％)
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

相談した 相談しなかった 無回答

9.39.3

12.012.0

8.08.0

70.070.0

82.782.7

64.464.4

20.720.7

5.35.3

27.627.6

図表53　配偶者やパートナーからの暴力についての相談窓口の認知度（複数回答）（横浜市）

図表54　暴力にあたる行為を最初に受けた後の相談（横浜市）
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全体（n＝103） 男性（n＝8） 女性（n＝93）

（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

0 10 20 30 40 50 60 70 80
(％)

69.969.9
62.562.5

69.969.9
58.358.3

62.562.5
58.158.1

3.93.9
0.00.0

4.34.3

1.01.0
0.00.0
1.11.1

5.85.8
0.00.0

6.56.5

5.85.8
0.00.0

6.56.5

2.92.9
0.00.0

3.23.2

0.00.0
0.00.0
0.00.0
1.01.0
0.00.0
1.11.1
1.01.0
0.00.0
1.11.1
1.91.9

0.00.0
2.22.2

2.92.9
0.00.0

3.23.2

1.91.9
0.00.0
2.22.2

2.92.9
0.00.0

3.23.2
1.01.0
0.00.0
1.11.1

0.00.0
0.00.0
0.00.0

家族や親戚

友人・知人・職場の同僚・上司

横浜市DV相談支援センター

神奈川県配偶者暴力相談支援センター

警察

区役所（福祉保健センター）

横浜市男女共同参画センター
（フォーラム）

民生委員・児童委員

学校・教育関係者（教員、養護教員、
スクールカウンセラー、教育相談）

児童相談所

司法の専門家や専門機関
（弁護士、法テラスなど）

民間の相談機関
（カウンセラー、民間シェルターなど）

横浜地方法務局人権擁護課
（人権擁護委員）

医療関係者（医師、看護師、
病院のケースワーカーなど）

その他

無回答

図表55　相談をした先（複数回答）（横浜市）
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（出典）横浜市こども青少年局資料より作成（平成22～26年度）

(件数)

0

50

100

150

200

250

300

350

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

304
326

280
302

252

（出典）横浜市政策局「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

全体（n＝1,462） 男性（n＝600） 女性（n＝834）

0 20 40 60 80
(％)

暴力からのがれるために、緊急に避難できる施設を増やす

被害を受けた方に、公営住宅の優先入居、賃貸契約の際の
保証など住宅についての支援をする

被害を受けた方に、当面の生活費、家賃、カウンセリング費用等の
補助など金銭的な支援をする

被害を受けた方に、就職や転職をするための支援をする

被害を受けた方が、暴力の影響から回復できるように、
精神・心理的支援をする

暴力にさらされて育った子どものケアを行う

その他

無回答

72.9

42.9

47.0

44.3

63.1

66.7

3.4

4.6

73.2

40.0

44.8

39.3

57.357.3

56.856.8

3.2

5.7

73.7

45.1

48.7

48.3

67.1

73.7

3.6

3.5

図表56　一時保護件数の推移（横浜市）

図表57　暴力を受けた人が安心して生活するために必要と考える支援（複数回答）（横浜市）
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（出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

どんな場合でも
暴力にあたると思う

どちらかといえば
暴力にあたると思う

どちらかといえば
暴力にあたるとは
思わない

暴力にあたるとは
思わない

無回答

どんな場合でも
暴力にあたると思う

どちらかといえば
暴力にあたると思う

どちらかといえば
暴力にあたるとは
思わない

暴力にあたるとは
思わない

無回答

（％）

（％）

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

A　平手で打つ

B　足でける

C　こぶしで殴る

D　からだを傷つける可能性のある物で打つ

E　嫌がっているのに、性的な行為を強要する

F　見たくないのにアダルトビデオや
ポルノ雑誌を見せる

G　避妊に協力しない

H　妊娠中絶を強要する

I　殴るふりして、おどす

J　刃物などを突きつけて、おどす

K　暴れて、家具や建具など壊す

L　壁などに物を投げつける

M　思い出の品や、大切にしているものを壊す

N　何を言っても長時間無視しつづける

O　交友関係や電話を細かく監視する

P　外出などの行動を制限する

Q　大声などでどなる・ののしる

R　「誰の稼ぎで生活できているんだ」
などと言う

S　必要な生活費を渡さない

T　外国籍の配偶者やパートナー
 　のパスポートを取り上げたり、日本に
 　滞在するための手続きに協力しない

精
神
的
暴
力
（
Ｉ
〜
Ｔ
）

性
的
暴
力
（
Ｅ
〜
Ｈ
）

身
体
的
暴
力
（
Ａ
〜
Ｄ
）

26.826.8 3.73.7
1.11.1

64.864.8

16.216.2
0.80.8

0.30.3
80.080.0

8.78.7
0.50.5

0.20.2
87.887.8

7.37.3
0.30.3

0.10.1
89.389.3

28.928.9 2.22.2
0.60.6

65.365.3

35.435.4 6.86.8
2.12.1

52.352.3

33.133.1 8.48.4
2.32.3

52.652.6

22.822.8 4.04.0
1.81.8

67.967.9

40.640.6 5.75.7
1.21.2

49.549.5

11.011.0
0.50.5

0.30.3
85.285.2

26.526.5
2.72.7

0.50.5
67.467.4

37.237.2 4.34.3
1.21.2

54.254.2

38.838.8 5.75.7
1.51.5

51.051.0

44.244.2 16.716.7 5.05.031.131.1

42.742.7 16.816.8 5.15.132.232.2

40.140.1 14.014.0 4.94.937.637.6

36.536.5 6.46.4

1.41.4
52.552.5

38.038.0 9.59.5
2.32.3

47.347.3

32.532.5 7.87.8
2.62.6

53.753.7

26.226.2 4.54.5
1.81.8

3.63.6

2.72.7

2.82.8

2.92.9

3.13.1

3.43.4

3.63.6

3.53.5

3.03.0

2.92.9

2.82.8

3.03.0

3.03.0

3.13.1

3.13.1

3.43.4

3.23.2

3.03.0

3.43.4

4.64.662.962.9

図表58　配偶者やパートナーの間での暴力と思われる行為（横浜市）

103



0 10 20 30 40 50 60 70 80（％）

配偶者やパートナーからの
暴力の防止について、啓発
の機会を増やす

学校などで子ども達に対し
て、暴力をなくしていくた
めの教育を行う

テレビ、雑誌、ゲーム、イ
ンターネットなどの暴力的
な情報を規制する

加害者への処罰を強化した
り、更生のための教育を行
うなどの対策を行う

男女間の経済的、社会的な
地位や力の格差をなくして
いく

その他

無回答

全体（n=1,462） 女性（n=834）男性（n=600）

（出典）　横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

42.5
43.7

41.5

61.6
57.7

64.3

41.5
35.8

45.7

63.0
64.5

62.7

38.6
31.2

44.1

4.6
4.2
4.9

4.4
4.8
3.7

図表59　配偶者やパートナーからの暴力をなくすために必要なこと（複数回答）（横浜市）
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○横浜市ではひとり親家庭がここ10年で約1.4倍に増加している。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平成22年平成17年平成12年

（世帯）

13,210

16,391

18,401

2,901
3,439 3,302

2,742

342222246

2,270 2,360

世
帯
数

（出典）総務省「国勢調査」（平成12～22年）

父子世帯
（うち6歳未満の子供あり）

母子世帯総数

母子世帯
（うち6歳未満の子供あり）

父子世帯総数

0 20 40 60 80 1000 20 40 60 80 100

昭和55年

昭和60年

平成2年

平成7年

平成12年

平成17年

平成22年

夫婦のみの世帯
女親と子供から成る世帯
単独世帯

夫婦と子供から成る世帯
その他の親族世帯

男親と子供から成る世帯
非親族世帯

（％）

（出典）総務省「国勢調査」（昭和55～平成22年）

12.012.0

13.113.1

15.115.1

17.617.6

19.419.4

20.720.7

20.420.4

49.049.0

46.346.3

43.043.0

39.239.2

36.436.4

34.334.3

31.731.7

0.80.8

1.01.0

1.11.1

1.11.1

1.21.2

1.31.3

1.31.3

4.54.5

4.94.9

5.25.2

5.65.6

6.06.0

6.56.5

6.86.8

10.810.8

10.410.4

8.98.9

8.08.0

6.96.9

6.36.3

4.94.9

0.20.2

0.30.3

0.20.2

0.40.4

0.50.5

0.70.7

0.90.9

22.622.6

24.124.1

26.526.5

28.128.1

29.529.5

30.230.2

33.833.8

図表60　母子世帯数・父子世帯数（横浜市）

図表61　横浜市における家族構成の変化
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○横浜市の母子家庭では、児童扶養手当や子の父・母からの養育費手当等を含む世帯総収入が
300万円未満の世帯が５割程度いる一方で、父子家庭では500万円以上の世帯が半数となっ
ている。

0 20 40 60 80 100%

横浜市　父子家庭

横浜市　母子家庭 4.3

100万円未満
300～399万円

100～199万円度
400～499万円

200～299万円
500万円以上

19.5

18.0 30.4 22.0 16.58.8

19.5 50.08.3

2.8

注）無回答を除いた。

（出典）横浜市「横浜市ひとり親家庭自立支援計画」の「横浜市母子家庭等実態調査」より集計
（平成24年度）

（％）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

7.87.8
7.57.5

6.96.9
6.66.6 6.56.5

6.26.2 6.16.1 6.06.0 5.95.9 5.85.8 5.85.8
5.55.5 5.35.3 5.25.2

4.94.9
4.64.6

4.24.2

3.53.5

磯
子
区

南
区

旭
区

中
区

保
土
ケ
谷
区

港
南
区

瀬
谷
区

金
沢
区

栄
区

神
奈
川
区

西
区

泉
区

鶴
見
区

戸
塚
区

緑
区

港
北
区

青
葉
区

都
筑
区

（出典）総務省「国勢調査」（平成22年）

図表62　横浜市における母子世帯・父子世帯の総収入

図表63　単身高齢女性率（区別）
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○15歳から39歳までの若年無業者割合は、昭和60年から平成22年にかけて倍増している。
（図表９ 再掲）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

2

4

6

8

10

＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊

（％）（人）

12,77812,778 13,55413,554

22,75722,757 23,83923,839
30,08230,082

27,01527,015

3,9603,960
4,8604,860

5,6775,677

14,35914,359 8,8898,889
7,9387,938

2.6％2.6％ 2.7％2.7％

4.2％4.2％

5.6％5.6％ 6.0％6.0％

5.8％5.8％

注）無業者割合とは、15歳～39歳までの人口における、完全失業者及び非労働力
人口から家事及び通学者を除いた人口の割合である。

（出典）総務省「国勢調査」（昭和60～平成22年）

平成22年平成17年平成12年昭和60年 平成２年 平成７年

完全失業者 非労働力人口（その他） 無業者割合＊

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

2

4

6

8

10

＊ ＊

＊

＊
＊ ＊

（％）（人）

9,9509,950 11,27811,278
19,25419,254

19,85219,852
21,89721,897 19,32619,326

1,7811,781 2,0642,064

2,7482,748

11,28911,289

5,1535,153
4,6574,657

2.1％2.1％ 2.2％2.2％

3.7％3.7％

5.1％5.1％
4.5％4.5％

4.2％4.2％

平成22年平成17年平成12年昭和60年 平成２年 平成７年

完全失業者 非労働力人口（その他） 無業者割合＊

注）無業者割合とは、15歳～39歳までの人口における、完全失業者及び非労働力
人口から家事及び通学者を除いた人口の割合である。

（出典）総務省「国勢調査」（昭和60～平成22年）

図表64　横浜市における無業者数の推移（男性）

図表65　横浜市における無業者数の推移（女性）
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（５）男女全般・子どもへの働きかけと環境づくりについて

○６歳未満の子どものいる世帯の割合は、市内北部がやや高い傾向がある。
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14.3

11.3 11.3 11.3 10.9 10.7
10.0

9.5 9.3
8.8 8.6

8.1 8.0
7.4 7.2 7.1

（出典）総務省「国勢調査」（平成22年）

9.2 9.0

図表66　６歳未満の子どものいる世帯の割合（区別）

○海外諸都市や国際機関等との強固なネットワーク（横浜市は８つの姉妹・友好都市や、７つの
パートナー都市を始め各国の都市と、スポーツ・文化・技術などを通して交流を行っている）

図表67　横浜市における海外諸都市とのネットワーク

（出典）横浜市国際局ホームページより作成
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図表68　横浜市における海外諸都市との交流の例

都市名 主な交流分野

横浜市の姉
妹友好都市

サンディエゴ市
（アメリカ）

・動物交流　　─　 動物園を通じて動物の交換を行っている（ズーラ
シアのオカピはサンディエゴ等）。

・経済交流　　─　 平成15年６月、新たに「経済交流に関する覚書」
を締結。バイオテクノロジーを中心に経済・研究
交流を進めている。

・青少年交流　─　 横浜とサンディエゴの青少年を相互に派遣し、
ホームステイや研修を実施。

・ カ リフォルニア大学サンディエゴ校（UCSD）と市立大学の学術交流　
─　大学協定に基づき、研究者の相互派遣や学生派遣等を実施。

その他都市

● リヨン市（フランス）1959年４月 姉妹都市提携
● ムンバイ市（インド）1965年６月 姉妹都市提携
● マニラ市（フィリピン）1965年７月 姉妹都市提携
● オデッサ市（ウクライナ）1965年７月 姉妹都市提携
● バンクーバー市（カナダ）1965年７月 姉妹都市提携
● 上海市（友好都市）（中国）1973年11月 友好都市提携
● コンスタンツァ市（ルーマニア）1977年10月 姉妹都市提携

横浜市の
パートナー
都市

北京市
・両市の友好交流関係の一層の促進、相互理解と友情の増進
・ 環境対策、観光振興、スポーツ、文化、ビジネス等の分野での相互
協力

台北市
・ 芸術家交流など文化交流、青少年のスポーツ交流ほか経済、観光、
環境などの相互交流
・両市に役立つと考えられる専門知識交換や技術協力

釜山広域市
・環境対策をはじめとする都市環境分野での相互協力
・ 現代美術の国際的な展覧会を中心とする文化芸術・創造都市分野で
の相互協力

ホーチミン市

・ 両市企業の相互の投資・貿易活動支援、ホーチミン市投資貿易促進
センター活動支援
・横浜市立大学とホーチミン市の大学の学術交流支援
・両市の水道事業者により実施される協力事業支援
・シティネットでの協力
・羽田－タンソンニャット国際空港間直行便就航に向けた協力

ハノイ市

・投資、ビジネス、貿易などの経済交流
・都市交通や環境、上下水道などの都市問題の解決に向けた協力
・文化、芸術、観光、スポーツ等の交流
・羽田－ノイバイ空港直行便就航に向けた協力

仁川広域市

・観光プロモーション及びコンベンション施設間の交流支援
・環境対策
・中区同士の交流
・シティネットでの協力
・職員相互派遣

フランクフルト市 ・地球温暖化対策、経済、文化芸術創造都市の分野での交流

（出典）横浜市国際局ホームページより作成
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【参考】横浜市の男女共同参画に関する主な調査について

調査名 調査
年度 調査対象 対象人数 有効回答数 有効

回答率
調査
主体

男女共同参画に関
する事業所調査 25

平成24年経済センサス・活
動調査に基づく横浜市内所在
の事業所で、産業分類が農林
水産業及び鉱業を除く産業に
属する、従業員規模30人以
上の3,436民間事業所のう
ち、2,500事業所

－ 1,054
事業所 42.2％ 横浜市

女性の就業ニーズ
調査 26 横浜市内在住の満20歳以上

49歳以下の女性 2,986人 932人 31.2％ 横浜市

男女共同参画に関
する市民意識調査 26 横浜市内在住の満18歳以上

の男女（外国籍市民含む） 5,000人 1,462人 29.2％ 横浜市
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第４次横浜市男女共同参画行動計画
パブリックコメント実施結果について

１．実施概要
（１）実施期間
平成27年10月19日（月）から11月20日（金）まで

（２）募集方法
ア　素案全文の閲覧及び概要版パンフレット（10,000部）の配布
　　閲覧先：市役所市民情報センター、区役所広報相談係、図書館、男女共同参画センター
　　配布先：上記ほか、各区区民活動支援センター、地区センター、公会堂等
イ　ホームページへの素案全文及び概要版パンフレットの掲載

（３）意見募集項目
ア　素案などへの意見

２．実施結果
（１）応募数

応募数 84通 100%

郵送 58 69%

持参等 15 18%

電子メール ９ 11%

FAX ２ ２%

（参考）応募者の属性
ア　性別・年代別

年　齢 年代別 合　計 女　性 男　性 無回答

10歳代以下 4.8% ４ ３ ０ １

20歳代 2.4% ２ １ １ ０

30歳代 13.1% 11 ７ ４ ０

40歳代 14.3% 12 ７ ５ ０

50歳代 26.2% 22 21 １ ０

60歳代 19.0% 16 13 １ ２

70歳代以上 1.2% １ ０ １ ０

無回答 19.0% 16 ０ ０ 16

100.0% 84 52 13 19

61.9% 15.5% 22.6%
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イ　性別・職業別
職　業 職業別 合　計 女　性 男　性 無回答

自営業 3.6% ３ ２ １ ０
会社員・公務員 33.3% 28 16 10 ２
派遣・契約社員 3.6% ３ ３ ０ ０
アルバイト・パート 2.4% ２ ２ ０ ０
公益法人・NPO・NGO 13.1% 11 ９ １ １
家事専業 3.6% ３ ３ ０ ０
学　生 4.8% ４ ３ ０ １
無　職 6.0% ５ ３ １ １
その他 23.8% 20 10 ０ 10
無回答 6.0% ５ １ ０ ４

合　計 100.0% 84 52 13 19

（２）意見数
158件

（参考）素案への意見の分類
項　目 意見数 割　合

計画全般 17件 11%

重
点
施
策

Ⅰ　 働きたい・働き続けたい女性への就業等支援 ８件 ５%
Ⅱ　困難な立場にある男女への支援 ８件 ５%
Ⅲ　 男性中心型労働慣行の見直し等による男性・シニアの育児・
家事・介護等参画 ５件 ３%

Ⅳ　社会基盤全体及び庁内の体制強化 ０件 ０%

取
組
分
野

Ⅰ　あらゆる分野における女性の活躍 20件 13%
Ⅱ　安全・安心な暮らしの実現 68件 43%
Ⅲ　 男女共同参画社会の実現に向けた理解の促進・社会づくり 22件 14%
Ⅳ　推進体制の整備・強化 ４件 ３%

その他 ６件 ４%
合　　　計 158件 100%

３．パブリックコメントの反映状況
158件のご意見をいただき、指標の設定やDV被害者支援の記載など、22件（14％）については、
趣旨を踏まえて最終案に反映しました。
最終案に反映等ができなかったご意見についても、今後の
施策の推進の参考とします。

素案に賛同いただいたもの 54件
素案を修正したもの 22件
参考とさせていただくもの 82件

158件

素案に賛同
いただいたもの
54件、34％ 

素案を
修正したもの
22件、14％ 

参考とさせて
いただくもの
82件、52％ 
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４．素案を修正・追加したもの
（１）指標

項　目 修正前 修正後 主な意見

取組分野Ⅰ
活動指標

放課後キッズクラブの整備率
現状値 26％ → 目標値 全校
 （25年度） （31年度）

放課後19時までの居場所づくり
①放課後キッズクラブの整備率
現状値 26.0％  → 目標値 全校
 （25年度） （31年度）
② 必要な分割移転を終えた放課後
児童クラブの割合
現状値 8.0％  → 目標値 100％
 （25年度） （31年度）

留守家庭児童の
居場所づくりに
は学童保育クラ
ブ事業について
も活動指標を設
定すべき

（２）事業の追加

項　目 追加事業 主な意見

Ⅱ－１
ひとり親家庭
の自立支援等

①総合的な自立支援事業の実施　に追加
市営住宅の募集において、ひとり親世帯への当選倍
率優遇や、「子育て世帯」（ひとり親世帯を含む）に対
して、収入基準緩和、当選倍率優遇、子育て世帯限定
（入居期限なし）の住宅募集等を行います。

貧困の世代間連鎖が起きて
いることを考えていると、
住宅の確保について新しい
支援策を考えるべきではな
いか。

Ⅲ－５
男女共同参画
推進のための
広報・啓発

①市民や事業者等に向けた広報・啓発　に追加
男女共同参画社会の形成に積極的に取り組み、他の
規範として推奨できる個人・団体を表彰し、広く社会
に公表することで、男女共同参画推進の普及・啓発を
図ります。

市内で男女共同参画や女性
の活躍推進、男性の子育て
参加等を支援するNPO、
個人の取組に光を当てて欲
しい。

（３）構成

項　目 修正内容 主な意見

Ⅱ－２
DVの防止及
びDV被害者
の自立に向け
た支援

Ⅱ－２　DVの防止及びDV被害者の自立に向けた支
援（DV防止法に基づく市町村基本計画）の基本方針
１、２について、構成を整理するとともに、＜主な事
業＞の一部について記載の順番を入れ替えました。

DVの計画は相談の流れに
合わせて記載を工夫する必
要があるのではないか。ま
た、項目を整理した方がよ
いのではないか。

（４）表現

項　目 修正前 修正後 主な意見

取組分野Ⅱ
指標

若者向けデートDV防止
講座の開催件数

若者向けデートDV防止講座
の開催数

デートDV講座は件数
とコマとあって分かり
づらい。

取組分野Ⅱ－２
総論

暴力の被害者等により一
時保護される女性に伴っ
て家族も保護されてい
ますが、同伴家族の約
98％が18歳未満の子ど
もです。

横浜市では26年度に一時保
護した件数のうち、約半数が
子どもを同伴した母子世帯で
す。

当たり前のことなので
横浜の現状が知りたい
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項　目 修正前 修正後 主な意見

取組分野Ⅱ-２
基本方針１
③関係機関との
連携強化による
相談体制の充実

（なし） ・ DV相談支援センター等にお
いて、夜間・休日の電話相談
体制を引き続き確保します。

【目的が明確になるよう項目を
整理し③に統合】
・ DV相談に関する統計等を活
用し、実態の把握を進めなが
ら、相談体制の充実を図りま
す。

・ 夜間や休日の体制に
ついて記載が必要。

・ 統計・分析は計画に
はなじまない。当然
の業務だ。

取組分野Ⅱ-２
基本方針１
④相談窓口にお
ける安全性の確
保とプライバ
シー等の保護

・ 相談者のプライバ
シー及び個人情報の
保護、安全確保を図
ります。
・ 相談員の安全確保を
図ります。

【相談窓口への安全確保という
ことがわかるように表現修正】

・ 相談者のプライバシー及び個
人情報の保護を図ります。
・ 相談者及び相談員の安全確保
を図ります。

④安全性の確保とプラ
イバシーの保護は基本
方針２の②危機管理の
徹底のための取組と重
複する。

取組分野Ⅱ-２
基本方針１

⑤男性被害者へ
の支援の充実

（なし） ・ DV相談支援センターにおい
て、性別を問わず相談を受け
付けます。

男性相談は横浜市には
ないのか。

項　目 修正前 修正後 主な意見

取組分野Ⅱ
基本方針２

①関係機関、民
間団体との連携
による一時保護
の実施

（略） ・ DV被害者の一時保護にあ
たっては、神奈川県配偶者暴
力相談支援センターと連携し
実施します。
・ 民間団体の活動を支援するた
めに、運営費等を補助しま
す。
・ DV被害者の安全に配慮し、
同行支援を実施します。

具体的な部署名や具体
的な保護方法が書かれ
ており、加害者も見る
ことができるものであ
るので危険だ。

取組分野Ⅱ
基本方針２

②危機管理の徹
底のための取組

（略） ・ DV被害者支援に関連する業
務を行う部署におけるDV支
援の理解を深めるため、研修
を実施します。

取組分野Ⅱ
基本方針２

④身体的・精神
的な支援

（略） ・ 一時保護の調整に時間を要す
る場合等に、関連事業を利用
することで、相談者や同伴児
の負担を軽減します。

・ 一時保護入所者の心
理的ケアを実施しま
す。

（削除） 心理的ケアとは臨床心
理士など専門職がして
いるのか。シェルター
にはいないのではい
か。
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項　目 修正前 修正後 主な意見

取組分野Ⅱ
基本方針２

⑤自立に向けた
継続的な支援

（なし） 【基本方針Ⅱの項目を整理。以
下の項目を追加】
⑤自立に向けた継続的な支援
・ 婦人保護施設やステップハウ
スを設置している民間団体と
連携し、相談・支援を行いま
す。
・ 18歳未満の子どもを養育し
ているDV被害者を母子生活
支援施設において保護すると
ともに、心身と生活の安定の
ために、生活支援・就労支援
など、自立に向けた支援を行
います。
・ 婚姻関係（離婚等）、親権及
び財産等の相談について、法
テラス神奈川や神奈川県弁護
士会等と連携し、法律相談や
法律講座の情報提供を行いま
す。

前回の計画にあったス
テップハウスや母子寮
のこと、法律相談が今
回の計画にない。入れ
るべきではないか。

取組分野Ⅱ
基本方針２

⑦住宅確保の支
援

・民間シェルターや母
子生活支援施設と連携
し、施設退所後の転居
先に関する継続的な支
援を行います。

【限定した施設の標記を削除】

・ 一時保護施設退所後の転居先
に関する継続的な支援を行い
ます。

住宅確保は母子生活施
設だけと連携している
のか。

取組分野Ⅱ
基本方針２

⑧就労支援・経
済的支援

（なし）

・ ひとり親サポートよ
こはま（母子家庭等
就労・自立支援セン
ター）における就労
支援を実施します。
・ 区役所に設置された
ジョブスポットを活
用し、就労支援を実
施します。
・ 生活困窮者自立支援
制度を活用し、就業
支援を実施します。
・ 母子父子寡婦福祉資
金等を活用し、経済
面の支援を行いま
す。

【DV被害者支援に関連する標
記に修正・表現統合】

・ 生活保護制度等を活用し、
DV被害者の経済的な自立を
支援します。
・ 「ひとり親サポートよこはま」
やジョブスポット等の関連事
業につなげるなど、就労を支
援します。

就労支援として記載さ
れた項目はDVに限定
した制度ではないし、
従来から実施している
ため不要なのではない
か。
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項　目 修正前 修正後 主な意見

取組分野Ⅱ
基本方針２

⑩証明書の発行

・ DV相談支援セン
ターでは、各種手続
きに必要な「配偶者
からの暴力の被害者
に関する証明書」を
発行するとともに、
住民基本台帳の閲覧
等の制限に関する制
度を適切に運用し、
DV被害者を支援し
ます。

・ DV相談支援センターでは、
DVから脱した後の生活にお
いて、就労や児童手当等の各
種手続きが円滑に進むよう、
「配偶者からの暴力の被害者
に関する証明書」を発行する
とともに、住民基本台帳の閲
覧等の制限に関する制度を適
切に運用し、DV被害者を支
援します。

転居した人が行政の手
続きに困らないような
支援が必要。

５．賛同いただいたもの

項　目 主な意見（概要）

全　般

・計画に盛り込まれているどの取組も横浜市の女性が活躍するために大切。計画だ
けに終わらせることなく、男女共同参画の実現に向けて取組を推進して欲しい
・市民、企業、NPO、教育機関が一緒になって、男女の別なく活躍できる社会を
作ることはとても重要

取組分野Ⅰ
重点施策Ⅰ

・国や市が進めようとする女性活躍推進にあたっては、企業の力が不可欠であり企
業への働きかけが重要
・インセンティブ付与による企業への取組支援が重要。企業が「利益になる」と思
えれば取組は加速する。市全体でインセンティブ付与を積極的に取り組むべき
・子育てをしながら働き続けられる環境の整備が重要

取組分野Ⅱ
重点施策Ⅱ

・若年無業者・非正規雇用の増加にともなう世代間格差の是正に力を入れるべき
・困難な立場にある男女への支援を強化して欲しい
・DV被害を受けた女性、困難な状況にある若年女性などに向けた研修を充実させ
て欲しい

取組分野Ⅲ
重点施策Ⅲ

・女性が仕事と家庭生活を両立するには、男性の協力が不可欠であり、そのために
この施策は重要
・働き方改革・柔軟な働き方の推進には企業の働きかけや支援が重要
・長時間労働を前提とした働き方を見直すことは、男性にとっても女性にとっても
大切

取組分野Ⅳ
重点施策Ⅳ ・市外・国外との広いネットワークづくりが必要
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６．参考とするもの

項　目 主な意見（概要）

全　般

・本当に女性「だけ」が弱い存在で、手を差し伸べなくてはいけないのか
・なぜ「男女共同」なのか。「すべての人の人権」を尊重ではいけないのか
・女性向けの政策ばかりでなく男性向けのものも考えなければ次は男性差別がおき
てしまうのではないか

取組分野Ⅰ
重点施策Ⅰ

・就労希望の女性９割と言っても働かずとも豊かに暮らせるならば働きたくない人
も多いのではないか？いたずらに共働きをすすめる政策は問題だ
・就労支援件数を少なくとも倍加するべき
・女性有業率の目標値73％については、正規、非正規別の内訳を示し、正規職員
を増やすべき
・男女賃金格差等の是正の取組を重点施策として明確に位置づけるべき
・今の職場にしがみつかない生き方、働き方の流動化を推進すべき
・女性管理職について能力が低い人を無理に昇格させて達成させるべきことなのか
疑問

取組分野Ⅱ
重点施策Ⅱ

・性暴力被害を受けた人のメンタルサポートの金銭的支援を十分にしていけるよう
にして欲しい
・DVの根絶のためには若年層を対象とするだけではなく、小学校から早期に教育
することが必要だと思う
・女性福祉相談員の待遇改善をすべき
・ひとり親の自立支援には、ひとり親のほとんどが非正規雇用であるという問題を
無視できない。横浜は独自の取組をすべき
・加害者対策の観点から男女共同参画センターがDV被害者支援をしていると計画
に記載しない方が良いのではないか

取組分野Ⅲ
重点施策Ⅲ

・ヘルスケア（例：未病率）の指標を設定すべき
・小中学校のうちにボランティアなどに参加させる場面が必要

取組分野Ⅳ
重点施策Ⅳ

・国の制度及び予算に関する提案・要望については、働く女性への差別を是正し、
均等待遇を実現するために、必要な法改正と制度改変を正面から求めること。
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横浜市男女共同参画推進条例
制　　定　平成13年 3 月横浜市条例第18号 
最近改正　平成23年12月横浜市条例第50号

横浜市は、女性問題の解決と女性の地位向上等に対する施
策を積極的に展開し、男女平等に向けた取組を進めてきた。
しかし、性別による役割分担意識やそれに基づく社会慣行は
依然として根強く、男女平等の達成にはなお一層の努力が求
められている。
また、少子高齢化や家族、地域社会の変化、情報技術等の

急速な進展などの社会経済状況の急激な変化への対応も求め
られている。
国においては、男女共同参画社会基本法が制定され、男女

が、互いにその人権を尊重しつつ責任を分かち合い、性別に
かかわりなく、その個性と能力を十分に発揮し、あらゆる分
野に対等に参画できる男女共同参画社会の形成が21世紀の最
重要課題と位置付けられている。
横浜市においても、社会経済状況の急激な変化の中で、市

民のだれもが安全で安心して生き生きと豊かに暮らしていく
ためには、横浜の地域特性を生かした男女共同参画社会の形
成を最重要課題と位置付け、これまでの取組を踏まえつつ、
男女共同参画の総合的かつ計画的な推進について、横浜市、
市民及び事業者が協力、連携して取り組むことが必要である。
ここに横浜市の男女共同参画の推進に関し、基本理念並び

に横浜市、市民及び事業者の責務を明らかにし、男女共同参
画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施することに
より、男女共同参画社会を実現し、もって活力ある福祉社会
横浜の実現に寄与するため、この条例を制定する。

（目的）
第 1条　この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念
並びに横浜市（以下「市」という。）、市民及び事業者の責
務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する
施策を総合的かつ計画的に実施することにより、男女共同
参画社会を実現することを目的とする。
（定義）
第 2 条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義
は、当該各号に定めるところによる。
（1）　男女共同参画　男女が、社会の対等な構成員として、
自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に
参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、
経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、
かつ、ともに責任を担うことをいう。

（2）　セクシュアル・ハラスメント　性的な言動に対する
相手方の対応によって不利益を与え、又は性的な言動に
より相手方の生活環境を害することをいう。

（3）　事業者　市内に事務所又は事業所を有する法人その
他の団体をいう。

（基本理念）
第 3条　男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊厳が
重んぜられること、性別により差別を受けることがないこ
と、男女ともに個性が尊重され、能力を発揮する機会が確
保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨と

して、行われなければならない。
2　男女共同参画の推進に当たっては、性別による固定的な
役割分担等を反映した社会における制度又は慣行をなくす
よう努めるとともに、これらの制度又は慣行が、男女の社
会における活動の自由な選択に対して影響を及ぼすことの
ないよう配慮されなければならない。
3　男女共同参画の推進は、男女が社会の対等な構成員とし
て、市における施策及び事業者における方針の立案及び決
定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、
行われなければならない。
4　男女共同参画の推進は、家庭生活における家庭の構成員
の協力並びに地域及び社会の支援の下に、子の養育、介護
その他の家庭生活における活動と就業、就学その他の社会
生活における活動とが円滑に行われるよう配慮されること
を旨として、行われなければならない。
5　男女共同参画の推進は、男女の対等な関係の下に、互い
の性に関する理解及び決定が尊重されるとともに、産む性
としての女性の生涯にわたる健康の維持が図られることを
旨として、行われなければならない。
6　男女共同参画の推進は、国際的な理解及び協力の下に、
行われなければならない。
7　男女共同参画の推進は、夫等からの女性に対する暴力等
が根絶されることを旨として、行われなければならない。
（市の責務）
第 4条　市は、男女共同参画の推進を施策の主要な方針とし
て位置付け、前条に掲げる基本理念にのっとり、横浜市に
おける男女共同参画を推進する責務を有する。
2　市は、男女共同参画の推進に関する施策を実施するに当
たり、市民、事業者、国及び他の地方公共団体と連携し、
及び協力するものとする。
（市民の責務）
第 5条　市民は、男女共同参画に関する理解を深め、男女共
同参画の推進に努めるとともに、市が行う男女共同参画の
推進に関する施策に協力するよう努めなければならない。
（事業者の責務）
第 6条　事業者は、その事業活動に関し、男女共同参画の推
進に努めるとともに、市が行う男女共同参画の推進に関す
る施策に協力するよう努めなければならない。
（基本的施策）
第 7条　市は、男女共同参画を推進するため、次に掲げる基
本的施策を行うものとする。
（1）　男女共同参画の推進に関する広報活動等を充実し、
市民及び事業者の理解を深めるとともに、学校教育をは
じめとするあらゆる分野の教育において、男女共同参画
を推進するための措置を講ずるよう努めること。

（2）　あらゆる分野における活動の意思決定過程において、
男女間に参画する機会の格差が生じないよう、市民及び
事業者と協力し、啓発等に努めること。

（3）　附属機関における委員を委嘱し、又は任命する場合
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にあっては、積極的に男女の均衡を図るよう努めること。
（4）　家庭責任を持つ男女がともに家庭生活及び家庭生活
以外の活動を両立することができるように、必要な支援
を行うよう努めること。

（5）　男女が互いの性を理解し、尊重するとともに、対等
な関係の下で、妊娠及び出産について決定することがで
きるように、教育及び啓発に努めること。

（6）　市民及び事業者が行う男女共同参画の推進に関する
国際理解及び国際協力に係る活動に対し、必要な支援を
行うよう努めること。

（7）　夫等からの女性に対する暴力及びセクシュアル・ハ
ラスメントを防止し、これらの被害を受けた者に対し、
必要な支援を行うとともに、暴力による被害を受けた者
を一時的に保護する施設に対する支援等に努めること。

（8）　男女共同参画の推進に関する施策を効果的に実施す
るため、男女共同参画に関する調査研究並びに情報の収
集及び分析並びに市民及び事業者に対する情報の提供を
行うこと。

（行動計画）
第 8条　市長は、男女共同参画の総合的かつ計画的な推進を
図るための行動計画（以下「行動計画」という。）を策定
するものとする。
2　市長は、行動計画を策定するに当たっては、第12条第 1
項に規定する横浜市男女共同参画審議会に諮問しなければ
ならない。
3　市長は、行動計画を策定したときは、これを公表するも
のとする。
4　前 2項の規定は、行動計画の変更について準用する。
（年次報告）
第 9条　市長は、毎年、男女共同参画の状況、男女共同参画
の推進に関する施策の実施状況等を明らかにする報告書を
作成し、及び公表するものとする。
2　事業者は、前項の規定による報告書の作成に当たり市長
が行う調査に対して協力するものとする。
（相談の申出）
第10条　性別による差別等男女共同参画を阻害する要因に
よって人権が侵害されたと認める市民（この項において、
事業者の市内に存する事務所又は事業所の構成員を含み、
15歳に達する日以後の最初の 3月31日までの間にある者を

除く。）は、その旨を市長に申し出ることができる。
2　市長は、前項の規定による申出を受けたときは、これに
適切かつ迅速に対応するものとする。
3　市長は、前項の規定により申出に対応する場合におい
て、必要があると認めるときは、調査を行うことができる。
この場合において、関係者は、当該調査に協力するよう努
めなければならない。
4　市長は、前項の規定による調査により、必要があると認
めるときは、関係者に対し要請又は指導を行うことができ
るものとする。
5　前各項に定めるもののほか、申出に関する手続等必要な
事項は、規則で定める。
（男女共同参画推進拠点施設）
第11条　市は、横浜市男女共同参画センター（横浜市男女共
同参画センター条例（昭和63年 3 月横浜市条例第10号）に
基づき設置された施設をいう。）を、男女共同参画の推進
に関する施策を実施し、並びに市民及び事業者による男女
共同参画の推進に関する取組を支援するための拠点施設と
するものとする。
（男女共同参画審議会）
第12条　市長の諮問に応じ、行動計画その他男女共同参画の
推進に関する重要事項を調査審議するため、市長の附属機
関として、横浜市男女共同参画審議会（以下「審議会」と
いう。）を置く。
2　審議会は、市長が任命する委員20人以内をもって組織
する。
3　男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の 4割未
満であってはならない。
4　委員の任期は、2年とする。ただし、委員が欠けた場合
における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
5　委員は、再任されることができる。
6　前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関
し必要な事項は、規則で定める。
（委任）
第13条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関
し必要な事項は、規則で定める。

（附則　略）

横浜市男女共同参画推進条例施行規則
制　　定　平成13年 6 月横浜市規則第74号 
最近改正　平成27年 5 月横浜市規則第61号

（趣旨）
第 1条　この規則は、横浜市男女共同参画推進条例（平成13
年 3 月横浜市条例第18号。以下「条例」という。）の施行
に関し必要な事項を定めるものとする。
（相談の申出）
第 2条　条例第10条第 1項の規定による申出をしようとする

者は、相談申出書（別記様式）を市長に提出しなければな
らない。
（調査の通知）
第 3条　市長は、条例第10条第 3項の規定による調査を行お
うとする場合は、当該調査に係る関係者に対し、その旨を
書面により通知するものとする。ただし、特別の事由があ

119



るときは、この限りでない。
（委員）
第 4条　条例第12条第 1項の横浜市男女共同参画審議会（以
下「審議会」という。）の委員は、次の各号に掲げる者の
うちから、市長が任命する。
（1）　学識経験のある者
（2）　市民
（3）　条例第 2条第 3号に規定する事業者
（4）　その他市長が必要と認める者
（会長）
第 5条　審議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定め
る。
2　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
3　会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あら
かじめ会長が指名する委員が、その職務を代理する。
（会議）
第 6条　審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長と
なる。
2　審議会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開く
ことができない。
3　審議会の会議の議事は、出席委員の過半数をもって決

し、可否同数のときは、会長の決するところによる。
（部会）
第 7条　審議会に、部会を置くことができる。
2　部会は、会長が指名する委員をもって組織する。
3　部会に部会長を置き、部会の委員の互選によりこれを定
める。
（関係者の出席等）
第 8 条　会長は、審議会において必要があると認めるとき
は、関係者の出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、
又は必要な資料の提出を求めることができる。
（庶務）
第 9条　審議会の庶務は、政策局において処理する。
（審議会の運営）
第10条　この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し
必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。
（委任）
第11条　この規則の施行に関し必要な事項は、政策局長が定
める。

（附則　略）

横浜市男女共同参画センター条例
制　　定　昭和63年 3 月横浜市条例第10号 
最近改正　平成23年12月横浜市条例第48号

（設置）
第 1条　男女共同参画の推進に関する施策を実施し、並びに
市民及び事業者による男女共同参画の推進に関する取組を
支援するため、横浜市に男女共同参画センター（以下「セ
ンター」という。）を設置する。
（名称及び位置）
第 1条の 2　センターの名称及び位置は、次のとおりとする。

（事業）
第 2条　センターは、次の事業を行う。
（1）　男女共同参画の推進についての資料及び情報の収集
及び提供に関すること。

（2）　市民の文化的及び健康的な日常生活の確立並びに女
性の自己開発のための講習会等の開催に関すること。

（3）　男女共同参画に関する相談に関すること。
（4）　男女共同参画に関する調査研究及び広報に関すること。
（5）　前各号の事業のための施設及び設備の提供に関する
こと。

（6）　その他センターの設置の目的を達成するために必要
な事業

（施設）
第 3条　前条に掲げる事業を行うため、センターに次の施設
を置く。
（1）　男女共同参画センター横浜
ア　情報ライブラリ、相談室、子どもの部屋、交流ラウ
ンジ及び健康サロン
イ　ホール、セミナールーム、会議室、和室、音楽室、
多目的スタジオ、生活工房及びフィットネスルーム

（2）　男女共同参画センター横浜南
ア　相談室、子どもの部屋及び交流ラウンジ
イ　研修室、会議室、和室、音楽室、生活工房及びトレー
ニング室

（3）　男女共同参画センター横浜北
ア　相談室、子どもの部屋及び交流ラウンジ
イ　レクチャールーム、セミナールーム、会議室、音楽
室、生活工房及び健康スタジオ
ウ　駐車場

（開館時間等）
第 4条　センターの開館時間及び休館日は、規則で定める。
（指定管理者の指定等）
第 5条　次に掲げるセンターの管理に関する業務は、地方自
治法（昭和22年法律第67号）第244条の 2 第 3 項の規定に
より、指定管理者（同項に規定する指定管理者をいう。以
下同じ。）に行わせるものとする。

名　称 位　置

男女共同参画センター横浜 横浜市戸塚区

男女共同参画センター横浜南 横浜市南区

男女共同参画センター横浜北 横浜市青葉区
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（1）　センターの施設及び附帯設備の利用の許可等に関す
ること。

（2）　第 2条に規定する事業の実施に関すること。
（3）　センターの施設及び設備の維持管理に関すること。
（4）　その他市長が定める業務
2　指定管理者は、横浜市の男女共同参画に関する施策の方
針を理解し、男女共同参画を推進するための事業を自ら企
画し、及び実施し、並びに市民及び事業者による男女共同
参画の推進に関する取組に対する支援を行うものでなけれ
ばならない。
3　指定管理者の指定を受けようとするものは、事業計画書
その他規則で定める書類を市長に提出しなければならない。
4　市長は、前項の規定により提出された書類を審査し、か
つ、実績等を考慮して、センターの設置の目的を最も効果
的に達成することができると認めたものを指定管理者とし
て指定する。
5　市長は、指定管理者の候補者を選定しようとするとき
は、特別の事情があると認める場合を除き、第14条第 1項
に規定する横浜市男女共同参画センター指定管理者選定評
価委員会（以下「選定評価委員会」という。）の意見を聴
かなければならない。
（指定管理者の指定等の公告）
第 6条　市長は、指定管理者の指定をしたとき、及びその指
定を取り消したときは、遅滞なく、その旨を公告しなけれ
ばならない。
（管理の業務の評価）
第 7条　指定管理者は、市長が特別の事情があると認める場
合を除き、その指定の期間において、第 5条第 1項各号に
掲げるセンターの管理に関する業務について、選定評価委
員会の評価を受けなければならない。
（利用の許可）
第 8条　第 3条第 1号イ、第 2号イ及び第 3号イに掲げる施
設及び附帯設備を利用しようとする者は、指定管理者の許
可を受けなければならない。
2　指定管理者は、前項の許可にセンターの管理上必要な条
件を付けることができる。
3　指定管理者は、センターの施設の利用が次のいずれかに
該当する場合は、利用を許可しないものとする。
（1）　センターにおける秩序を乱し、又は公益を害するお
それがあるとき。

（2）　センターの設置の目的に反するとき。
（3）　センターの管理上支障があるとき。
（4）　その他指定管理者が必要と認めたとき。
4　第 1項の許可の手続について必要な事項は、規則で定める。
（利用料金）
第 9条　前条第 1項の規定により許可を受けた者又は男女共
同参画センター横浜北において駐車場を利用する者は、指

定管理者に対し、その利用に係る料金（以下「利用料金」
という。）を支払わなければならない。
2　利用料金は、別表に定める額の範囲内において、指定管
理者が市長の承認を得て定めるものとする。
3　利用料金（駐車場に係る利用料金を除く。）は、前納と
する。ただし、必要があると認められる場合又は規則で定
める場合は、指定管理者は、後納とすることができる。
4　駐車場に係る利用料金は、駐車場から自動車を出場する
ときに納付しなければならない。
（利用料金の減免）
第10条　指定管理者は、必要があると認められる場合又は規
則で定める場合は、利用料金の全部又は一部を免除するこ
とができる。
（利用料金の不返還）
第11条　既納の利用料金は、返還しない。ただし、必要があ
ると認められる場合又は規則で定める場合は、指定管理者
は、その全部又は一部を返還することができる。
（許可の取消し等）
第12条　指定管理者は、第 8条第 1項の規定により許可を受
けた者が次のいずれかに該当する場合は、同項の規定によ
る許可を取り消し、又は施設の利用を制限し、若しくは停
止させることができる。
（1）　第 8条第 3項各号のいずれかに該当するに至ったとき。
（2）　この条例若しくはこの条例に基づく規則の規定又は
これらに基づく指定管理者の処分に違反したとき。

（3）　この条例に基づく許可の条件に違反したとき。
（入館の制限）
第13条　指定管理者は、センターの入館者が次のいずれかに
該当する場合は、入館を拒み、又は退館を命ずることがで
きる。
（1）　他の入館者に迷惑をかけ、又は迷惑をかけるおそれ
があるとき。

（2）　その他センターの管理上支障があるとき。
（横浜市男女共同参画センター指定管理者選定評価委員会）
第14条　指定管理者の候補者の選定、指定管理者によるセン
ターの管理の業務に係る評価等について調査審議するた
め、横浜市男女共同参画センター指定管理者選定評価委員
会を置く。
2　選定評価委員会は、市長が任命する委員10人以内をもっ
て組織する。
3　前項に定めるもののほか、選定評価委員会の組織及び運
営に関し必要な事項は、市長が定める。
（委任）
第15条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関
し必要な事項は、規則で定める。

（別表　略）（附則　略）
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横浜市男女共同参画センター条例施行規則
制　　定　昭和63年 6 月横浜市規則第70号 
最近改正　平成27年 5 月横浜市規則第61号

（趣旨）
第 1条　この規則は、横浜市男女共同参画センター条例（昭
和63年 3 月横浜市条例第10号。以下「条例」という。）の
施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（開館時間）
第 2条　男女共同参画センター（以下「センター」という。）
の開館時間は、午前 9 時から午後 9 時までとする。ただ
し、男女共同参画センター横浜及び男女共同参画センター
横浜北の日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法
律第178号）第 3 条に規定する休日における開館時間は、
午前 9時から午後 5時までとする。
2　市長は、前項の規定にかかわらず、特に必要があると認
める場合は、開館時間を変更することができる。
（休館日）
第 3条　センターの休館日は、 1月 1日から 1月 3日まで及
び12月29日から12月31日までとする。
2　市長は、前項の規定にかかわらず、特に必要があると認
める場合は、休館日に開館し、又は休館日以外の日に開館
しないことができる。
（指定申請書の提出等）
第 4条　指定管理者の指定を受けようとするものは、指定申
請書（第 1号様式）を市長に提出しなければならない。
2　前項の申請書には、条例第 5条第 3項に規定する事業計
画書及び次に掲げる書類を添付しなければならない。
（1）　定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類
（2）　法人にあっては、当該法人の登記事項証明書
（3） 　前項の申請書を提出する日の属する事業年度の収支

予算書及び事業計画書並びに前事業年度及び前々事業
年度の収支計算書及び事業報告書

（4）　当該センターの管理に関する業務の収支予算書
（5）　その他市長が必要と認める書類
（利用の許可の申請）
第 5条　条例第 8条第 1項の規定によりセンターの施設及び
附帯設備の利用の許可を受けようとする者（センターの施
設を個人で利用する者を除く。）は、利用許可申請書（第
2号様式）を指定管理者に提出しなければならない。

2　前項の利用許可申請書の受付は、ホール若しくはレク
チャールーム（これらに附属する施設を含む。）又は大研
修室（以下「ホール等」という。）にあっては利用しよう
とする日の属する月の 6箇月前から、その他の施設にあっ

ては利用しようとする日の属する月の 3箇月前から行うも
のとする。ただし、指定管理者が特にやむを得ないと認め
るときは、この限りでない。
3　ホール等とその他の施設を同時に利用する場合の利用許
可申請は、ホール等の利用許可申請時に一括して行うこと
ができる。
（個人利用の許可）
第 6条　センターの施設を個人で利用する場合の条例第 8条
第 1項の規定による利用の許可は、個人利用券を交付する
ことにより行うものとする。
（利用料金の後納）
第 7条　条例第 9条第 3項ただし書に規定する規則で定める
場合は、国又は地方公共団体が利用する場合とする。
（利用料金の減免）
第 8条　条例第10条に規定する規則で定める場合は次の各号
に掲げるとおりとし、免除する利用料金の額は当該各号に
定めるとおりとする。この場合において、その額に10円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる。
（1）　本市が主催する条例第 2 条第 1 号から第 4 号までに
掲げる事業に利用する場合　利用料金の全額

（2）　本市が共催し、又は国若しくは他の地方公共団体が
主催する条例第 2条第 1号から第 4号までに掲げる事業
に利用する場合　利用料金の 5割相当額

（利用料金の返還）
第 9条　条例第11条ただし書に規定する規則で定める場合は
次の各号に掲げるとおりとし、返還する利用料金の額は当
該各号に定めるとおりとする。この場合において、その額
に10円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てる。
（1）　利用者の責めに帰することができない事由によりセ
ンターの施設又は附帯設備の利用ができなくなった場合　
既納の利用料金の全額

（2）　ホール等の利用者が利用日の60日前までに利用の許可
の取消しを申し出た場合　既納の利用料金の 5割相当額

（委任）
第10条　この規則の施行に関し必要な事項は、政策局長が定
める。

（附則　略）
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男女共同参画社会基本法
制　　定　平成11年 6 月23日法律第78号　 
最近改正　平成11年12月23日法律第160号

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平
等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際
社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきた
が、なお一層の努力必要とされている。
一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国
の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、
互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかか
わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男
女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。
このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を
二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、
社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促
進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。
ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明
らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公共団
体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的
かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。

第 1章　総則
（目的）
第 1条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経
済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現する
ことの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関
し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の
責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、
男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進するこ
とを目的とする。
（定義）
第 2 条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義
は、当該各号に定めるところによる。
（1）　男女共同参画社会の形成　男女が、社会の対等な構
成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野に
おける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均
等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受する
ことができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成する
ことをいう。

（2）　積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間
の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のい
ずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することを
いう。

（男女の人権の尊重）
第 3条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊
厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを
受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確
保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨と
して、行われなければならない。
（社会における制度又は慣行についての配慮）
第 4条　男女共同参画社会の形成に当たっては、社会におけ

る制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映
して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない
影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害
する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会におけ
る制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して
及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮され
なければならない。
（政策等の立案及び決定への共同参画）
第 5条　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な
構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は
民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画す
る機会が確保されることを旨として、行われなければなら
ない。
（家庭生活における活動と他の活動の両立）
第 6 条　男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女
が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介
護その他の家庭生活における活動について家族の一員とし
ての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行
うことができるようにすることを旨として、行われなけれ
ばならない。
（国際的協調）
第 7条　男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における
取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同
参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければなら
ない。
（国の責務）
第 8条　国は、第 3条から前条までに定める男女共同参画社
会の形成についての基本理念（以下「基本理念」という。）
にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策
（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、
及び実施する責務を有する。
（地方公共団体の責務）
第 9条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参
画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びそ
の他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定
し、及び実施する責務を有する。
（国民の責務）
第10条　国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあ
らゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画
社会の形成に寄与するように努めなければならない。
（法制上の措置等）
第11条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施
策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の
措置を講じなければならない。
（年次報告等）
第12条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の
状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に関
する施策についての報告を提出しなければならない。
2　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形
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成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形
成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これ
を国会に提出しなければならない。

第 2章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策
（男女共同参画基本計画）
第13条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施
策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画社
会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参
画基本計画」という。）を定めなければならない。
2　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定め
るものとする。
（1）　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形
成の促進に関する施策の大綱

（2）　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため
に必要な事項

（3）　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、
男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め
なければならない。

（4）　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定が
あったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表
しなければならない。

（5）　前 2 項の規定は、男女共同参画基本計画の変更につ
いて準用する。

（都道府県男女共同参画計画等）
第14条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当
該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進
に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男
女共同参画計画」という。）を定めなければならない。
2　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について
定めるものとする。
（1）　都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべ
き男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱

（2）　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における
男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的か
つ計画的に推進するために必要な事項

3　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同
参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同
参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計
画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定める
ように努めなければならない。
4　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は
市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅
滞なく、これを公表しなければならない。
（施策の策定等に当たっての配慮）
第15条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に
影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに
当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければな
らない。

（国民の理解を深めるための措置）
第16条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本
理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じな
ければならない。
（苦情の処理等）
第17条　国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促
進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼ
すと認められる施策についての苦情の処理のために必要な
措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社
会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合に
おける被害者の救済を図るために必要な措置を講じなけれ
ばならない。
（調査研究）
第18条　国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社
会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共同
参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研
究を推進するように努めるものとする。
（国際的協調のための措置）
第19条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に
促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交換その
他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円
滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるも
のとする。
（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）
第20条　国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の
形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画社
会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の
提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。

第 3章　男女共同参画会議
（設置）
第21条　内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）
を置く。
（所掌事務）
第22条　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
1　男女共同参画基本計画に関し、第13条第 3項に規定する
事項を処理すること。
2　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣
の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関する
基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議する
こと。
3　前 2号に規定する事項に関し、調査審議し、必要がある
と認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意
見を述べること。
4　政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共同参画
社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めると
きは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べる
こと。

（23条から第28条まで、附則　略）
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
制　　定　平成27年法律第64号 

第 1章　総則
（目的）
第 1 条　この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を
営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発
揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業
生活における活躍」という。）が一層重要となっていること
に鑑み、男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）
の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推
進について、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団
体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及
び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍
を推進するための支援措置等について定めることにより、女
性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もっ
て男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、
国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応で
きる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。
（基本原則）
第 2条　女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活に
おける活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自らの意
思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対す
る採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他
の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通
じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場
における慣行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼ
す影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるよ
うにすることを旨として、行われなければならない。
2　女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む
女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家庭生活に
関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他
の家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、
家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と
社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における
活動について家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ
職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等に
より、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両
立が可能となることを旨として、行われなければならない。
3　女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性
の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重
されるべきものであることに留意されなければならない。
（国及び地方公共団体の責務）
第 3条　国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生
活における活躍の推進についての基本原則（次条及び第 5
条第 1 項において「基本原則」という。）にのっとり、女
性の職業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策
定し、及びこれを実施しなければならない。
（事業主の責務）
第 4条　事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇
用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会の
積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との

両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるとと
もに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する施策に協力しなければならない。

第 2章　基本方針等
（基本方針）
第 5条　政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施す
るため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本
方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。
2　基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
（1）　女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的
な方向

（2）　事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の
推進に関する取組に関する基本的な事項

（3）　女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に
関する次に掲げる事項
イ　女性の職業生活における活躍を推進するための支援
措置に関する事項
ロ　職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環
境の整備に関する事項
ハ　その他女性の職業生活における活躍の推進に関する
施策に関する重要事項

（4）　前 3 号に掲げるもののほか、女性の職業生活におけ
る活躍を推進するために必要な事項

3　内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を
求めなければならない。
4　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があった
ときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。
5　前 2項の規定は、基本方針の変更について準用する。
（都道府県推進計画等）
第 6条　都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の
区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関す
る施策についての計画（以下この条において「都道府県推
進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。
2　市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められてい
るときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘案して、
当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍
の推進に関する施策についての計画（次項において「市町
村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。
3　都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推
進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公
表しなければならない。

第 3章　事業主行動計画等
　第 1節　事業主行動計画策定指針
第 7条　内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業
主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を総
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合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に
即して、次条第 1項に規定する一般事業主行動計画及び第
15条第 1項に規定する特定事業主行動計画（次項において
「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以
下「事業主行動計画策定指針」という。）を定めなければ
ならない。
2　事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項に
つき、事業主行動計画の指針となるべきものを定めるもの
とする。
（1）　事業主行動計画の策定に関する基本的な事項
（2）　女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の
内容に関する事項

（3）　その他女性の職業生活における活躍の推進に関する
取組に関する重要事項

3　内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行
動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、
これを公表しなければならない。

　第 2節　一般事業主行動計画
（一般事業主行動計画の策定等）
第 8条　国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業
主」という。）であって、常時雇用する労働者の数が三百
人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一
般事業主行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活
における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以
下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、
厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更した
ときも、同様とする。
2　一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定め
るものとする。
（1）　計画期間
（2）　女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の
実施により達成しようとする目標

（3）　実施しようとする女性の職業生活における活躍の推
進に関する取組の内容及びその実施時期

3　第 1項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を
定め、又は変更しようとするときは、厚生労働省令で定め
るところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割
合、男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的
地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその
事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を
把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改
善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、
これを定めなければならない。この場合において、前項第
2号の目標については、採用する労働者に占める女性労働
者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働
時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合
その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。
4　第 1項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を
定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところ
により、これを労働者に周知させるための措置を講じなけ
ればならない。
5　第 1項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を
定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところ

により、これを公表しなければならない。
6　第 1項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に
基づく取組を実施するとともに、一般事業主行動計画に定
められた目標を達成するよう努めなければならない。
7　一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人
以下のものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事
業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところによ
り、厚生労働大臣に届け出るよう努めなければならない。
これを変更したときも、同様とする。
8　第 3項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主
行動計画を定め、又は変更しようとする場合について、第
4項から第 6項までの規定は前項に規定する一般事業主が
一般事業主行動計画を定め、又は変更した場合について、
それぞれ準用する。
（基準に適合する一般事業主の認定）
第 9条　厚生労働大臣は、前条第 1項又は第 7項の規定によ
る届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省
令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職
業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該取組
の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省
令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うこと
ができる。
（認定一般事業主の表示等）
第10条　前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第20条第
1 項において「認定一般事業主」という。）は、商品、役
務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に
用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるも
の（次項において「商品等」という。）に厚生労働大臣の
定める表示を付することができる。
2　何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同
項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。
（認定の取消し）
第11条　厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいず
れかに該当するときは、第九条の認定を取り消すことがで
きる。
（1）　第 9 条に規定する基準に適合しなくなったと認める
とき。

（2）　この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。
（3）　不正の手段により第九条の認定を受けたとき。
（委託募集の特例等）
第12条　承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一
般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下
のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、
当該承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活
躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を
行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体
が当該募集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和
22年法律第141号）第36条第 1 項及び第 2 項の規定は、当
該構成員である中小事業主については、適用しない。
2　この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、
事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により
設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令
で定めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間
接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当
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するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主
に対して女性の職業生活における活躍の推進に関する取組
を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うも
のであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該
相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基
準に適合する旨の承認を行ったものをいう。
3　厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する
基準に適合しなくなったと認めるときは、同項の承認を取
り消すことができる。
4　承認中小事業主団体は、第 1項に規定する募集に従事し
ようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、
募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関
する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届
け出なければならない。
5　職業安定法第37条第 2項の規定は前項の規定による届出
があった場合について、同法第 5 条の 3 第 1 項及び第 3
項、第 5条の 4、第39条、第41条第 2項、第48条の 3、第
48条の 4、第50条第 1項及び第 2項並びに第51条の 2の規
定は前項の規定による届出をして労働者の募集に従事する
者について、同法第40条の規定は同項の規定による届出を
して労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与につい
て、同法第50条第 3項及び第 4項の規定はこの項において
準用する同条第 2項に規定する職権を行う場合について、
それぞれ準用する。この場合において、同法第37条第 2項
中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の
職業生活における活躍の推進に関する法律第12条第 4項の
規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする
者」と、同法第41条第 2項中「当該労働者の募集の業務の
廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替える
ものとする。
6　職業安定法第36条第 2項及び第42条の 2の規定の適用に
ついては、同法第36条第 2項中「前項の」とあるのは「被
用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者
がその被用者以外の者に与えようとする」と、同法第42条
の 2中「第39条に規定する募集受託者」とあるのは「女性
の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法
律第64号）第12条第 4項の規定による届出をして労働者の
募集に従事する者」とする。
7　厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第 2項の
相談及び援助の実施状況について報告を求めることがで
きる。
第13条　公共職業安定所は、前条第 4項の規定による届出を
して労働者の募集に従事する承認中小事業主団体に対し
て、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、
かつ、これらに基づき当該募集の内容又は方法について指
導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図
るものとする。
（一般事業主に対する国の援助）
第14条　国は、第 8条第 1項若しくは第 7項の規定により一
般事業主行動計画を策定しようとする一般事業主又はこれ
らの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業
主行動計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般
事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相
談その他の援助の実施に努めるものとする。

　第 3節　特定事業主行動計画
第15条　国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれら
の職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」という。）
は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針
に即して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女
性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計
画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければな
らない。
2　特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定め
るものとする。
（1）　計画期間
（2）　女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の
実施により達成しようとする目標

（3）　実施しようとする女性の職業生活における活躍の推
進に関する取組の内容及びその実施時期

3　特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し
ようとするときは、内閣府令で定めるところにより、採用
した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の
差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女
性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職
業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生
活における活躍を推進するために改善すべき事情について
分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければ
ならない。この場合において、前項第 2号の目標について
は、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤
務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある
職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的
に定めなければならない。
4　特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し
たときは、遅滞なく、これを職員に周知させるための措置
を講じなければならない。
5　特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し
たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
6　特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計
画に基づく取組の実施の状況を公表しなければならない。
7　特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施
するとともに、特定事業主行動計画に定められた目標を達
成するよう努めなければならない。

　第 4節　女性の職業選択に資する情報の公表
（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）
第16条　第 8条第 1項に規定する一般事業主は、厚生労働省
令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうと
する女性の職業選択に資するよう、その事業における女性
の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表しな
ければならない。
2　第 8条第 7項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で
定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする
女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職
業生活における活躍に関する情報を定期的に公表するよう
努めなければならない。
（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）
第17条　特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職
業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資する
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よう、その事務及び事業における女性の職業生活における
活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。

第 4章　 女性の職業生活における活躍を推進するための支援
措置

（職業指導等の措置等）
第18条　国は、女性の職業生活における活躍を推進するた
め、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支援その他の
必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
2　地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進す
るため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、又は営
もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に
応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の
必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
3　地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部
を、その事務を適切に実施することができるものとして内
閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。
4　前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該
事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該事務に関
して知り得た秘密を漏らしてはならない。
（財政上の措置等）
第19条　国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する
地方公共団体の施策を支援するために必要な財政上の措置
その他の措置を講ずるよう努めるものとする。
（国等からの受注機会の増大）
第20条　国は、女性の職業生活における活躍の推進に資する
ため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫その他の特別
の法律によって設立された法人であって政令で定めるもの
をいう。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使
用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性の職業生活
における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活
躍の推進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主
（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機
会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。
2　地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等
の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するように
努めるものとする。
（啓発活動）
第21条　国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活
躍の推進について、国民の関心と理解を深め、かつ、その
協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。
（情報の収集、整理及び提供）
第22条　国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する
取組に資するよう、国内外における女性の職業生活におけ
る活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び
提供を行うものとする。
（協議会）
第23条　当該地方公共団体の区域において女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する事務及び事業を行う国及び地方
公共団体の機関（以下この条において「関係機関」とい
う。）は、第18条第 1 項の規定により国が講ずる措置及び
同条第 2項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る
事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な
情報を活用することにより、当該区域において女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に
実施されるようにするため、関係機関により構成される協
議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。
2　協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域
内において第18条第 3項の規定による事務の委託がされて
いる場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員とし
て加えるものとする。
3　協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるとき
は、協議会に次に掲げる者を構成員として加えることがで
きる。
（1）　一般事業主の団体又はその連合団体
（2）　学識経験者
（3）　その他当該関係機関が必要と認める者
4　協議会は、関係機関及び前 2項の構成員（以下この項に
おいて「関係機関等」という。）が相互の連絡を図ること
により、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報
を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地
域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関
する取組について協議を行うものとする。
5　協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣
府令で定めるところにより、その旨を公表しなければなら
ない。
（秘密保持義務）
第24条　協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事
していた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関して知
り得た秘密を漏らしてはならない。
（協議会の定める事項）
第25条　前 2条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営
に関し必要な事項は、協議会が定める。

第 5章　雑則
（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）
第26条　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要がある
と認めるときは、第 8条第 1項に規定する一般事業主に対
して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をするこ
とができる。
（権限の委任）
第27条　第 8条から第12条まで及び前条に規定する厚生労働
大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その
一部を都道府県労働局長に委任することができる。
（政令への委任）
第28条　この法律に定めるもののほか、この法律の実施のた
め必要な事項は、政令で定める。

第 6章　罰則
第29条　第12条第 5項において準用する職業安定法第41条第
2項の規定による業務の停止の命令に違反して、労働者の
募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰
金に処する。
第30条　次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲
役又は五十万円以下の罰金に処する。
（1）　第18条第 4項の規定に違反した者
（2）　第24条の規定に違反した者
第31条　次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲
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役又は三十万円以下の罰金に処する。
（1）　第12条第 4 項の規定による届出をしないで、労働者
の募集に従事した者

2　第12条第 5項において準用する職業安定法第37条第 2項
の規定による指示に従わなかった者
3　第12条第 5項において準用する職業安定法第39条又は第
40条の規定に違反した者
第32条　次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下
の罰金に処する。
（1）　第10条第 2項の規定に違反した者-
（2）　第12条第 5 項において準用する職業安定法第50条第
1項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者

（3）　第12条第 5 項において準用する職業安定法第50条第

2項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若
しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは
虚偽の陳述をした者

第33条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用
人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第29
条、第31条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰
するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を
科する。
第34条　第26条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を
した者は、二十万円以下の過料に処する。

（附則　略）

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
制　　定　平成13年法律第31号 
最近改正　平成26年法律第28号

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平
等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が
行われている。
ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む
重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必ず
しも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の
被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である
女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害
し、男女平等の実現の妨げとなっている。
このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を
図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護す
るための施策を講ずることが必要である。このことは、女性
に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取
組にも沿うものである。
ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立
支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。

第 1章　総則
（定義）
第 1条　この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶
者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃で
あって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同
じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以
下この項及び第28条の 2 において「身体に対する暴力等」
と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等
を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消
された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続
き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。
2　この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を
受けた者をいう。
3　この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」
には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の
事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入るこ
とを含むものとする。
（国及び地方公共団体の責務）
第 2条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止す
るとともに、被害者の自立を支援することを含め、その適
切な保護を図る責務を有する。

第 1章の 2　基本方針及び都道府県基本計画等
（基本方針）
第 2条の 2　内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び
厚生労働大臣（以下この条及び次条第 5項において「主務
大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護のための施策に関する基本的な方針（以下この条並
びに次条第 1項及び第 3項において「基本方針」という。）
を定めなければならない。
2　基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第 1
項の都道府県基本計画及び同条第 3項の市町村基本計画の
指針となるべきものを定めるものとする。
（1）　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する
基本的な事項

（2）　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための
施策の内容に関する事項

（3）　その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の
ための施策の実施に関する重要事項

3　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようと
するときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなけ
ればならない。
4　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したとき
は、遅滞なく、これを公表しなければならない。
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（都道府県基本計画等）
第 2条の 3　都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県
における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため
の施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において
「都道府県基本計画」という。）を定めなければならない。
2　都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定める
ものとする。
（1）　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する
基本的な方針

（2）　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための
施策の実施内容に関する事項

（3）　その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の
ための施策の実施に関する重要事項

3　市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即
し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村にお
ける配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施
策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「市
町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければなら
ない。
4　都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基
本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公
表しなければならない。
5　主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本
計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言その他
の援助を行うよう努めなければならない。

第 2章　配偶者暴力相談支援センター等
（配偶者暴力相談支援センター）
第 3条　都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所そ
の他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談
支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。
2　市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、
当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を
果たすようにするよう努めるものとする。
3　配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものと
する。
（1） 　被害者に関する各般の問題について、相談に応ずる

こと又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介す
ること。

（2） 　被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は
心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。

（3） 　被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあって
は、被害者及びその同伴する家族。次号、第 6 号、第
5条及び第 8条の 4において同じ。）の緊急時における
安全の確保及び一時保護を行うこと。

（4） 　被害者が自立して生活することを促進するため、就
業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等
について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整
その他の援助を行うこと。

（5） 　第 4 章に定める保護命令の制度の利用について、情
報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行
うこと。

（6） 　被害者を居住させ保護する施設の利用について、情

報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助
を行うこと。

4　前項第 3号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又
は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行うも
のとする。
5　配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当
たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害
者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努
めるものとする。
（婦人相談員による相談等）
第 4条　婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を
行うことができる。
（婦人保護施設における保護）
第 5条　都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を
行うことができる。

第 3章　被害者の保護
（配偶者からの暴力の発見者による通報等）
第 6条　配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者か
らの身体に対する暴力に限る。以下この章において同じ。）
を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談
支援センター又は警察官に通報するよう努めなければなら
ない。
2　医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、
配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認
められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支
援センター又は警察官に通報することができる。この場合
において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。
3　刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定
その他の守秘義務に関する法律の規定は、前 2項の規定に
より通報することを妨げるものと解釈してはならない。
4　医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、
配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認
められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力
相談支援センター等の利用について、その有する情報を提
供するよう努めなければならない。
（ 配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説
明等）

第 7条　配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通
報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に対し、
第 3条第 3項の規定により配偶者暴力相談支援センターが
行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、必
要な保護を受けることを勧奨するものとする。
（警察官による被害の防止）
第 8条　警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われ
ていると認めるときは、警察法（昭和29年法律第162号）、
警察官職務執行法（昭和23年法律第136号）その他の法令
の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他
の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必
要な措置を講ずるよう努めなければならない。
（警察本部長等の援助）
第 8条の 2　警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本
部の所在地を包括する方面を除く方面については、方面本
部長。第15条第 3 項において同じ。）又は警察署長は、配
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偶者からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力よ
る被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があ
り、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴
力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定めると
ころにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示そ
の他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために
必要な援助を行うものとする。
（福祉事務所による自立支援）
第 8条の 3　社会福祉法（昭和26年法律第45号）に定める福
祉に関する事務所（次条において「福祉事務所」という。）
は、生活保護法（昭和25年法律第144号）、児童福祉法（昭
和22年法律第164号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭
和39年法律第129号）その他の法令の定めるところにより、
被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努
めなければならない。
（被害者の保護のための関係機関の連携協力）
第 9条　配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉
事務所等都道府県又は市町村の関係機関その他の関係機関
は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が
行われるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努め
るものとする。
（苦情の適切かつ迅速な処理）
第 9条の 2　前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の
職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けたときは、
適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。

第 4章　保護命令
（保護命令）
第10条　被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等
に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加える旨
を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）
を受けた者に限る。以下この章において同じ。）が、配偶
者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあって
は配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身
体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はそ
の婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であっ
た者から引き続き受ける身体に対する暴力。第12条第 1項
第 2 号において同じ。）により、配偶者からの生命等に対
する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受け
る身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を
受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消さ
れた場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き
受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）により、
その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと
きは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身
体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者
（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫
を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消
された場合にあっては、当該配偶者であった者。以下この
条、同項第 3号及び第 4号並びに第18条第 1項において同
じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。
ただし、第 2号に掲げる事項については、申立ての時にお
いて被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に
限る。

（1）　命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者
の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を
除く。以下この号において同じ。）その他の場所におい
て被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務
先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしては
ならないこと。

（2）　命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者
と共に生活の本拠としている住居から退去すること及び
当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。

2　前項本文に規定する場合において、同項第 1号の規定に
よる命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申
立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを
防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日
以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算し
て六月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に
掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずるものと
する。
（1）　面会を要求すること。
（2）　その行動を監視していると思わせるような事項を告
げ、又はその知り得る状態に置くこと。

（3）　著しく粗野又は乱暴な言動をすること。
（4）　電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場
合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を
用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。

（5）　緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六
時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて
送信し、又は電子メールを送信すること。

（6）　汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情
を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態に
置くこと。

（7）　その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状
態に置くこと。

（8）　その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその
知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文
書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状
態に置くこと。

3　第 1項本文に規定する場合において、被害者がその成年
に達しない子（以下この項及び次項並びに第12条第 1項第
3 号において単に「子」という。）と同居しているときで
あって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動
を行っていることその他の事情があることから被害者がそ
の同居している子に関して配偶者と面会することを余儀な
くされることを防止するため必要があると認めるときは、
第 1項第 1号の規定による命令を発する裁判所又は発した
裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危
害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、
命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力
が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該
子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を
除く。以下この項において同じ。）、就学する学校その他の
場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住
居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近をは
いかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、
当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に
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限る。
4　第 1項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の
親族その他被害者と社会生活において密接な関係を有する
者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者
を除く。以下この項及び次項並びに第12条第 1項第 4号に
おいて「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗
野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があるこ
とから被害者がその親族等に関して配偶者と面会すること
を余儀なくされることを防止するため必要があると認める
ときは、第 1項第 1号の規定による命令を発する裁判所又
は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は
身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者
に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命
令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの
間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠とし
ている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の
場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親
族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近を
はいかいしてはならないことを命ずるものとする。
5　前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子
を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親族等
が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあって
は、その法定代理人の同意）がある場合に限り、すること
ができる。
（管轄裁判所）
第11条　前条第 1 項の規定による命令の申立てに係る事件
は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が
知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管
轄に属する。
2　前条第 1項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲
げる地を管轄する地方裁判所にもすることができる。
（1）　申立人の住所又は居所の所在地
（2）　当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又
は生命等に対する脅迫が行われた地

（保護命令の申立て）
第12条　第10条第 1項から第 4項までの規定による命令（以
下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げる事項を
記載した書面でしなければならない。
（1）　配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する
脅迫を受けた状況

（2）　配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者か
らの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受ける
身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を
受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時にお
ける事情

（3）　第10条第 3 項の規定による命令の申立てをする場合
にあっては、被害者が当該同居している子に関して配偶
者と面会することを余儀なくされることを防止するため
当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての
時における事情

（4）　第10条第 4 項の規定による命令の申立てをする場合
にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面会
することを余儀なくされることを防止するため当該命令
を発する必要があると認めるに足りる申立ての時におけ

る事情
（5）　配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に
対し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助若
しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるとき
は、次に掲げる事項
イ　当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員
の所属官署の名称
ロ　相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び
場所
ハ　相談又は求めた援助若しくは保護の内容
ニ　相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容

2　前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第 5 号イ
からニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申立書に
は、同項第 1号から第 4号までに掲げる事項についての申
立人の供述を記載した書面で公証人法（明治41年法律第53
号）第58条ノ 2第 1項の認証を受けたものを添付しなけれ
ばならない。
（迅速な裁判）
第13条　裁判所は、保護命令の申立てに係る事件について
は、速やかに裁判をするものとする。
（保護命令事件の審理の方法）
第14条　保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことが
できる審尋の期日を経なければ、これを発することができ
ない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立
ての目的を達することができない事情があるときは、この
限りでない。
2　申立書に第12条第 1項第 5号イからニまでに掲げる事項
の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談支
援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し
又は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対して
執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものと
する。この場合において、当該配偶者暴力相談支援セン
ター又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるもの
とする。
3　裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者
暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申立人か
ら相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職
員に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関
して更に説明を求めることができる。
（保護命令の申立てについての決定等）
第15条　保護命令の申立てについての決定には、理由を付さ
なければならない。ただし、口頭弁論を経ないで決定をす
る場合には、理由の要旨を示せば足りる。
2　保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が
出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡しに
よって、その効力を生ずる。
3　保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにそ
の旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視
総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。
4　保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相
談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若しくは保
護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第
12条第 1項第 5号イからニまでに掲げる事項の記載がある
ときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨
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及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴
力相談支援センター（当該申立書に名称が記載された配偶
者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては、申
立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求
めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に
通知するものとする。
5　保護命令は、執行力を有しない。
（即時抗告）
第16条　保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時
抗告をすることができる。
2　前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。
3　即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原
因となることが明らかな事情があることにつき疎明があっ
たときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告に
ついての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の
停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存す
る間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。
4　前項の規定により第10条第 1項第 1号の規定による命令
の効力の停止を命ずる場合において、同条第 2項から第 4
項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所
は、当該命令の効力の停止をも命じなければならない。
5　前 2項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てる
ことができない。
6　抗告裁判所が第10条第 1項第 1号の規定による命令を取
り消す場合において、同条第 2項から第 4項までの規定に
よる命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命
令をも取り消さなければならない。
7　前条第 4項の規定による通知がされている保護命令につ
いて、第 3項若しくは第 4項の規定によりその効力の停止
を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、
裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通
知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するもの
とする。
8　前条第 3項の規定は、第 3項及び第 4項の場合並びに抗
告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用する。
（保護命令の取消し）
第17条　保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立て
をした者の申立てがあった場合には、当該保護命令を取り
消さなければならない。第10条第 1項第 1号又は第 2項か
ら第 4項までの規定による命令にあっては同号の規定によ
る命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後に
おいて、同条第 1項第 2号の規定による命令にあっては当
該命令が効力を生じた日から起算して二週間を経過した後
において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁判
所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確
認したときも、同様とする。
2　前条第 6項の規定は、第10条第 1項第 1号の規定による
命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令を取り消
す場合について準用する。
3　第15条第 3項及び前条第 7項の規定は、前 2項の場合に
ついて準用する。
（第10条第 1項第 2号の規定による命令の再度の申立て）
第18条　第10条第 1項第 2号の規定による命令が発せられた
後に当該発せられた命令の申立ての理由となった身体に対

する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とす
る同号の規定による命令の再度の申立てがあったときは、
裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転
居しようとする被害者がその責めに帰することのできない
事由により当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算
して二月を経過する日までに当該住居からの転居を完了す
ることができないことその他の同号の規定による命令を再
度発する必要があると認めるべき事情があるときに限り、
当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発する
ことにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると
認めるときは、当該命令を発しないことができる。
2　前項の申立てをする場合における第12条の規定の適用に
ついては、同条第 1項各号列記以外の部分中「次に掲げる
事項」とあるのは「第 1号、第 2号及び第 5号に掲げる事
項並びに第18条第 1項本文の事情」と、同項第 5号中「前
各号に掲げる事項」とあるのは「第 1号及び第 2号に掲げ
る事項並びに第18条第 1項本文の事情」と、同条第 2項中
「同項第 1号から第 4号までに掲げる事項」とあるのは「同
項第 1号及び第 2号に掲げる事項並びに第18条第 1項本文
の事情」とする。
（事件の記録の閲覧等）
第19条　保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所
書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、その正本、
謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の
交付を請求することができる。ただし、相手方にあって
は、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼
び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護
命令の送達があるまでの間は、この限りでない。
（法務事務官による宣誓認証）
第20条　法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域
内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を行うこと
ができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地
方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第12条第 2
項（第18条第 2項の規定により読み替えて適用する場合を
含む。）の認証を行わせることができる。
（民事訴訟法の準用）
第21条　この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令
に関する手続に関しては、その性質に反しない限り、民事
訴訟法（平成 8年法律第109号）の規定を準用する。
（最高裁判所規則）
第22条　この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手
続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。

第 5章　雑則
（職務関係者による配慮等）
第23条　配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁
判等に職務上関係のある者（次項において「職務関係者」
という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の
状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、
障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その
安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければなら
ない。
2　国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人
権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるため
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に必要な研修及び啓発を行うものとする。
（教育及び啓発）
第24条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に
関する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努めるも
のとする。
（調査研究の推進等）
第25条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護に資するため、加害者の更生のための指導
の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に
関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養
成及び資質の向上に努めるものとする。
（民間の団体に対する援助）
第26条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体に対
し、必要な援助を行うよう努めるものとする。
（都道府県及び市の支弁）
第27条　都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなけれ
ばならない。
（1）　第 3 条第 3 項の規定に基づき同項に掲げる業務を行
う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用を
除く。）

（2）　第 3 条第 3 項第 3 号の規定に基づき婦人相談所が行
う一時保護（同条第 4項に規定する厚生労働大臣が定め
る基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要す
る費用

（3）　第 4 条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人
相談員が行う業務に要する費用

（4）　第 5条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、
社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う場合
を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用

2　市は、第 4条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談
員が行う業務に要する費用を支弁しなければならない。
（国の負担及び補助）
第28条　国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条
第 1項の規定により支弁した費用のうち、同項第 1号及び
第 2号に掲げるものについては、その十分の五を負担する
ものとする。
2　国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の
十分の五以内を補助することができる。
（1）　都道府県が前条第 1項の規定により支弁した費用の
うち、同項第 3号及び第 4号に掲げるもの

（2）　市が前条第 2項の規定により支弁した費用

第 5章の 2　補則
（この法律の準用）
第28条の 2　第 2条及び第 1 章の 2 から前章までの規定は、
生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に
類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係
にある相手からの暴力（当該関係にある相手からの身体に
対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対
する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場
合にあっては、当該関係にあった者から引き続き受ける身
体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者につ
いて準用する。この場合において、これらの規定中「配偶
者からの暴力」とあるのは「第28条の 2に規定する関係に
ある相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に
掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の
下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第 6章　罰則
第29条　保護命令（前条において読み替えて準用する第10条
第 1項から第 4項までの規定によるものを含む。次条にお
いて同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円
以下の罰金に処する。
第30条　第12条第 1項（第18条第 2項の規定により読み替え
て適用する場合を含む。）又は第28条の 2 において読み替
えて準用する第12条第 1項（第28条の 2において準用する
第18条第 2 項の規定により読み替えて適用する場合を含
む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の記載の
ある申立書により保護命令の申立てをした者は、十万円以
下の過料に処する。

（附則　略）

第 2条 被害者
被害者（第28条の 2に
規定する関係にある相
手からの暴力を受けた
者をいう。以下同じ。）

第 6条第 1項 配偶者又は配偶
者であった者

同条に規定する関係に
ある相手又は同条に規
定する関係にある相手
であった者

第10条第 1項
から第 4項ま
で、第11条第
2 項第 2 号、
第12条第 1項
第 1号から第
4号まで及び
第18条第 1項

配偶者 第28条の 2に規定する
関係にある相手

第10条第 1項
離婚をし、又は
その婚姻が取り
消された場合消
した場合

第28条の 2に規定する
関係を解消した場合
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横浜市配偶者暴力相談支援センターとしての
機能について
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行動計画策定の過程

平成26年

12月25日 平成26年度　第２回
男女共同参画審議会

・ 第４次横浜市男女共同参画行動計画の策定に向けた横浜
市の男女共同参画の推進に関する施策について、市長か
ら審議会に対し諮問
・審議会部会として、起草準備委員会を設置
・次期行動計画に盛り込むべき施策の方向性の検討

平成27年

２月19日 第１回　起草準備委員会 第４次行動計画の構成及び行動目標・方向性の検討

４月15日 平成27年度　第１回
男女共同参画推進会議 第４次行動計画の策定について報告

５月22日 第２回　起草準備委員会 答申「第４次横浜市男女共同参画行動計画策定に向けて」
（骨子案）の検討

５月29日 平成27年度　第１回
男女共同参画審議会

答申「第４次横浜市男女共同参画行動計画策定に向けて」
（骨子案）の検討

７月２日 平成27年度　第２回
男女共同参画審議会

答申「第４次横浜市男女共同参画行動計画策定に向けて」
（案）の検討・確定

７月２日 平成27年度　第１回
男女共同参画推進会議　幹事会 第４次行動計画策定の進捗状況の報告

７月15日 平成27年度　第２回
男女共同参画推進会議 第４次行動計画策定の進捗状況の報告

７月30日 「第４次横浜市男女共同参画行動計画策定に向けて」男女共同参画審議会から市長へ答申

９月３日 平成27年度　第２回
男女共同参画推進会議　幹事会 第４次横浜市男女共同参画行動計画（素案）の検討

９月４日 平成27年度　第３回
男女共同参画推進会議 第４次横浜市男女共同参画行動計画（素案）の検討

９月15日 平成27年　第３回市会定例会 第４次横浜市男女共同参画行動計画（素案）の報告

10月19日～
11月20日 パブリックコメント実施

12月24日 平成27年度　第３回
男女共同参画審議会 パブリックコメント結果（速報）を報告

平成28年

１月７日 平成27年度　第３回
男女共同参画推進会議　幹事会

・パブリックコメント結果速報の報告
・第４次横浜市男女共同参画行動計画【原案】の検討

１月25日 平成27年度　第４回
男女共同参画推進会議

・パブリックコメント結果速報の報告
・第４次横浜市男女共同参画行動計画【原案】の検討

２月18日 平成28年　第１回市会定例会 ・パブリックコメント結果速報の報告
・第４次横浜市男女共同参画行動計画【原案】の報告

３月 行動計画の策定・公表
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男女共同参画に関する国内外の動き

年 月 国連・国の動き 月 横浜市の動き

1945
（昭和20）

６月
12月

国連憲章採択
衆議院議員選挙法改正公布（婦人参政権）

1946
（昭和21）

４月
６月

戦後第１回衆議院総選挙（初の婦人参政権行使）
国連婦人の地位委員会設置

1947
（昭和22）

５月
12月

日本国憲法施行
民法改正（家制度廃止）

1948
（昭和23）12月 国連第３回総会「世界人権宣言」採択

1952
（昭和27） ４月 横浜市婦人会館（西区）開館

1967
（昭和42）11月 国連第22回総会「婦人に対する差別撤廃宣言」採択

1975
（昭和50）

６月

９月

国際婦人年
国際婦人年世界会議（メキシコシティ）
「世界行動計画」採択
婦人問題企画推進本部発足
婦人問題企画推進本部会議設置

1976
（昭和51）

４月

６月

国連婦人の十年（～1985年）
特定業種育児休業法施行（女子教育職員、看護婦、
保母）
民法一部改正（離婚後の姓の選択自由）

1977
（昭和52） １月 「国内行動計画」策定

1978
（昭和53） ９月 横浜市婦人会館（南区）移転開館

1979
（昭和54）12月 国連第34回総会「女子差別撤廃条約」採択

1980
（昭和55）

７月 国連婦人の十年中間年世界会議（コペンハーゲン）
「国連婦人の十年後半期行動プログラム」
「女子差別撤廃条約」に署名

1981
（昭和56）

１月
６月

９月

民法一部改正（配偶者の相続分２分の１に引上げ）
ILO「男女労働者特に家族的責任を有する労働者の
機会均等及び均等待遇に関する条約（第156号）」
及び「同勧告（第165号）」採択
「女子差別撤廃条約」発効

４月
５月

横浜市婦人問題懇話会設置
婦人問題調査等担当（企画調整局）
設置

1983
（昭和58）

４月
６月
12月

横浜市婦人問題懇話会提言
婦人行政推進室（市民局）設置
婦人行政推進会議（庁内調整組織）
設置

1985
（昭和60）

１月

６月
７月

国籍法及び戸籍法一部改正（父母両系主義の採用、
配偶者の帰化条件の男女同一化）
「女子差別撤廃条約」批准
国連婦人の十年最終年世界会議（ナイロビ）
「西暦2000年に向けての婦人の地位向上のための
ナイロビ将来戦略」採択

５月 「よこはま女性計画」策定
（計画期間：昭和60～64年度）
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年 月 国連・国の動き 月 横浜市の動き

1986
（昭和61）

４月 国民年金法一部改正（女性の年金権の確立）
男女雇用機会均等法施行

1987
（昭和62） ５月 「西暦2000年に向けての新国内行動計画」策定 10月 財団法人横浜市女性協会設立

1988
（昭和63） ９月 横浜女性フォーラム（戸塚区）開館

1989
（平成元）

11月 「第２次よこはま女性計画」策定
（計画期間：平成２～６年度）

1990
（平成２）

５月 国連婦人の地位委員会拡大会期
国連経済社会理事会「婦人の地位向上のためのナイ
ロビ将来戦略に関する第１回見直しと評価に伴う勧
告及び結論」採択

６月 女性計画推進室（市民局）設置
女性計画推進会議（庁内調整組織）
設置

1991
（平成３）

５月 「西暦2000年に向けての新国内行動計画」第１次
改定

1992
（平成４） ４月 育児休業法施行 ８月 横浜市男女平等社会推進協議会設置

1993
（平成５）

６月

12月

世界人権会議（ウィーン）「ウィーン宣言及び行動
計画」採択
国連第48回総会「女性に対する暴力の撤廃に関す
る宣言」採択
パートタイム労働法施行

６月
７月

横浜市男女平等社会推進協議会提言
フォーラムよこはま（西区）開館

1994
（平成６）

６月

７月
９月

男女共同参画室（総理府）設置
男女共同参画審議会設置（政令）
男女共同参画推進本部設置
国際人口・開発会議（カイロ）「カイロ宣言」採択

1995
（平成７）

９月

10月

第４回世界女性会議（北京）「北京宣言及び行動綱
領」採択
育児・介護休業法施行（介護休業の法制化）

１月 「ゆめはま男女共同参画プラン」
（第３次よこはま女性計画）策定
（計画期間：平成６～10年度）

1996
（平成８） 12月 「男女共同参画2000年プラン」策定

1997
（平成９） ４月 男女共同参画審議会設置（法律）

1998
（平成10） ６月 横浜市男女平等社会推進協議会答申

1999
（平成11）

４月

６月

男女雇用機会均等法の一部改正施行（女性に対する
差別の禁止、ポジティブアクションの奨励、セク
シュアル・ハラスメントの防止）
男女共同参画社会基本法公布・施行

３月

４月

「ゆめはま男女共同参画プラン」策
定（計画期間：平成11～15年度）
男女共同参画推進室（市民局）設置
男女共同参画推進会議（庁内調整
会議）設置

2000
（平成12）

６月

11月
12月

国連特別総会「女性2000年会議」（ニューヨーク）
「成果文書」採択
ストーカー行為等の規制等に関する法律施行
「男女共同参画基本計画」策定

７月 横浜市男女共同参画社会推進協議
会設置

2001
（平成13）

１月

６月
10月

男女共同参画会議設置
男女共同参画局（内閣府）設置
第１回男女共同参画週間
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する
法律施行

１月

４月

６月
７月

横浜市男女共同参画社会推進協議
会答申
横浜市男女共同参画推進条例制
定・施行
横浜市男女共同参画審議会設置
横浜市男女共同参画相談センター
設置

138



年 月 国連・国の動き 月 横浜市の動き

2002
（平成14）

４月 育児・介護休業法の一部改正施行（仕事と家庭の両
立支援策の充実）

２月
７月

横浜市男女共同参画審議会答申
「いきいき　みらい　計画（横浜
市男女共同参画行動計画）」策定
（計画期間：平成14～18年度）

2003
（平成15）

４月

７月
９月

母子及び寡婦福祉法等の一部改正施行（母子家庭等
の自立促進）
次世代育成支援対策推進法施行
少子化社会対策基本法施行

１月
２月

横浜市男女共同参画審議会提言
横浜市男女共同参画審議会提言

2004
（平成16）

12月 配偶者暴力防止法の一部改正施行（「配偶者からの
暴力」の定義拡大、保護命令制度の拡充）

2005
（平成17）

２月

４月

７月
12月

第49回国際婦人の地位委員会（「北京＋10」世界
閣僚級会合）
育児・介護休業法の一部改正施行（育児・介護休業
取得の期間雇用者への拡大、育児休業期間の延長、
子の看護休暇の創設）
刑法等の一部改正施行（人身売買罪の新設）
「男女共同参画基本計画」（第２次）策定

４月

９月

10月

横浜女性フォーラムを男女共同参
画センター横浜に名称変更
横浜市婦人会館閉館。男女共同参
画センター横浜南として開館
財団法人横浜市女性協会が財団法
人男女共同参画推進協会と名称変更
フォーラムよこはま閉館。男女共
同参画センター横浜北（青葉区）
開館

2006
（平成18）

４月 労働安全衛生法等の一部改正施行（労働時間の短縮
促進に関する臨時措置法の一部改正等）

８月 横浜市男女共同参画審議会答申

2007
（平成19）

４月 男女雇用機会均等法の一部改正施行（性別による差
別禁止の範囲拡大）

３月 「よこはま男女共同参画行動計画」
策定（計画期間：平成18～22年度）

2008
（平成20）

１月

４月

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する
法律の一部改正施行（保護命令制度の拡充）
短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一
部改正施行（労働条件の書面による明示、通常の勤
労者への転換の推進等）
「女性の参画加速プログラム」男女共同参画推進本
部決定

2009
（平成21）

７月

８月

育児・介護休業法の一部改正公布（短時間勤務制度
の義務化、所定外労働の免除の義務化、子の看護休
暇の拡充、公表制度及び過料の創設等）
女子差別撤廃条約実施状況第６回報告に対する女子
差別撤廃委員会の最終見解公表

2010
（平成22）

６月

12月

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
憲章」及び「仕事と生活の調和促進のための行動指
針」一部改正
「育児・介護休業法」改正施行
「男女共同参画基本計画」（第３次）策定

５月
９月

横浜市男女共同参画審議会答申
APEC　女性リーダーズネット
ワーク（WLN）会合関連イベン
ト「キャリアを拓く　私らしく」
開催

2011
（平成23）

１月 ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための
国連機関（UN Woman）発足

１月

４月

９月

「第３次横浜市男女共同参画行動
計画」策定
（計画期間：平成23～27年度）
横浜市男女共同参画推進協会が公
益財団法人へ移行
横浜市DV相談支援センター設置

2012
（平成24）

３月

６月

第56回国連婦人の地位委員会「自然災害における
ジェンダー平等と女性のエンパワ―メント」決議案
採択
女性の活躍による経済活性化を推進する関係閣僚会
議において「女性の活躍促進による経済活性化行動
計画」を策定
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年 月 国連・国の動き 月 横浜市の動き

2013
（平成25)

６月

７月

「日本再興戦略」の中核に「女性の活躍推進」が位
置づけられる
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関
する法律」一部改正（平成26年１月施行）

2014
（平成26)

３月

６月

９月

第58回国連婦人の地位委員会「自然災害における
ジェンダー平等と女性のエンパワーメント」決議案
採択
「日本再興戦略」改訂2014に「「女性が輝く社会」
の実現」が掲げられる
女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム
（WAW! Tokyo 2014）開催

2015
（平成27)

３月

８月

12月

国連「北京＋20」記念会合（第59回国連婦人の地
位委員会）
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」
成立
女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム
（WAW! Tokyo 2015）開催
「男女共同参画基本計画（第４次）」閣議決定

３月
７月

「女性としごと応援デスク」開設
横浜市男女共同参画審議会答申

2016
（平成28)

３月 「第４次横浜市男女共同参画行動
計画」を策定
（計画期間：平成28～32年度）
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～横浜と女性の歴史～
横浜に生きる女性たちは、開港当時から進取の気風を胸に、時代と共に歩んできま
した。
1859年の横浜開港当時、主要な輸出品である生糸とお茶に関連する工場では、多
くの女性たちが労働に加わりました。また、欧米から新しく入ってきたものを取り入
れる中で、暮らしの様式と共に意識も変化し、医師や教師、看護師等の女性が新たに
従事する職業も増えました。
教育面でも明治初期に海外から来た女性宣教師たちにより、女学校が次々と設立さ
れ、全国から学問に目覚めた女性たちが参集しました。その後、明治33年に設立さ
れた県立高等女学校は、中等教育機関への女子学生倍増のきっかけとなりました。
第１次世界大戦後、工業生産都市を目指していた横浜は関東大震災に見舞われま
す。被災地となった横浜では、慈善事業等を行ってきた女性たちが中心となり救助活
動を行いました。こうした経験を通して女性たちは、結束と連帯を高め、新たに連合
体を作り、大正12年に「横浜聯合婦人会」を結成、活動拠点として昭和２年には、
民間人の手による我が国最初の婦人の館である「横浜聯合婦人会館」を西区紅葉坂に
会館しました。婦人会館はその後、南区南太田に移り、これが男女共同参画センター
横浜南の前身となります。
第２次世界大戦後、生活が安定するにつれ、学習・教育から始まった女性たちの民
主化は、多様で自発的な活動へと広がっていきました。昭和22年に新憲法下で行わ
れた選挙では、横浜市会に２名の女性議員が登場するなど、男女平等への歩みが始ま
りました。
昭和30年代の半ば以降の経済成長に伴って横浜の人口は急増しました。新たに移
り住んできた人々のコミュニティの形成の一翼を担ったのは「全日制市民」と呼ばれ
た主婦たちであり、次第に地域全体の問題などへ学習の場を広げるとともに、ボラン
タリーな活動を展開しました。
昭和50年に、国連提唱の国際婦人年を迎えると、婦人組織の新しい拠点づくりの
活動が広がりをみせ、昭和53年に、南太田に「横浜市婦人会館（現 男女共同参画セ
ンター横浜南）」が開設されました。その後、昭和63年には男女共同参画センター横
浜が、平成17年には男女共同参画センター横浜北が開設し、男女共同参画推進の拠
点施設となっています。
横浜市においては、昭和56年から「市民局婦人行政推進室（現 政策局男女共同参
画推進課）」を設け、施策の更なる推進を図っています。
このように、本市の男女共同参画は、開港以来、先人たちの貴重な積み重ねにより
支えられ、広いすそ野をもって活動がなされています。この歩みを絶やさぬように、
時代の変化を柔軟に受け止めながら、今後も引き続き、取組を進めていくことが大切
です。
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男女共同参画センター横浜（フォーラム）
http://www.women.city.yokohama.jp/fi nd-from-c/c-yokohama/

所 在 地　〒244-0816　戸塚区上倉田町435-1
電　　話　045（862）5050
Ｆ Ａ Ｘ　045（862）3101
開　　館　昭和63年９月
開館時間　９：00～21：00／日・祝は９：00～17：00
休 館 日　年末年始・毎月第４木曜日
施設概要
３階 会議室、フィットネスルーム、健康サロン

２階 セミナールーム、和室、音楽室、多目的スタジオ、
生活工房

１階 ホール（380人）、会議室、情報ライブラリ、子ど
もの部屋、活動交流コーナー

戸塚駅

交番

戸塚
パルソ トツカーナ

郵便局 ●

●

●

●

戸塚区
総合庁舎

出口 6

JR 東海道線
横須賀線

至横浜至大船

西口

東口

（地下改札より）

バス停
戸塚駅西口

戸塚西口
バスセンター・
タクシーのりば

朝日橋

国
道
１
号
線

フォーラム

柏尾川

交通　JR・市営地下鉄「戸塚駅」徒歩５分

男女共同参画センター横浜南（フォーラム南太田）
http://www.women.city.yokohama.jp/fi nd-from-c/c-minami/

所 在 地　〒232-0006　南区南太田1-7-20
電　　話　045（714）5911
Ｆ Ａ Ｘ　045（714）5912
開　　館　平成17年４月
開館時間　９：00～21：00
休 館 日　年末年始・毎月第３月曜日
施設概要
３階 大研修室（250人）、音楽室、トレーニング室
２階 研修室、会議室、和室、生活工房
１階 会議室、子どもの部屋、交流ラウンジ、資料室

吉野町駅

フォーラム南太田

至横浜京急線至上大岡

●

● ●

●●

●

●
●
●

フジスーパー 食堂

日枝小学校

バス停
お三の宮

日枝神社
吉野町
市民プラザ
交番

4番出口

首都高速狩場線

横浜市営地下鉄

佐藤病院

理容室

南太田駅

公園

交通　京急線「南太田駅」徒歩３分
　　　市営地下鉄「吉野町駅」徒歩７分

男女共同参画センター横浜北（アートフォーラムあざみ野）＊「横浜市民ギャラリーあざみ野」との複合施設
http://www.women.city.yokohama.jp/fi nd-from-c/c-kita/

所 在 地　〒225-0012　青葉区あざみ野南1-17-3
電　　話　045（910）5700
Ｆ Ａ Ｘ　045（910）5755
開　　館　平成17年10月
開館時間　９：00～21：00／日・祝は９：00～17：00
休 館 日　年末年始・毎月第４月曜日
施設概要
３階 会議室、音楽室、生活工房、健康スタジオ
２階 セミナールーム

１階 レクチャールーム（194人）、子どもの部屋、交流
ラウンジ

＜参考＞横浜市民ギャラリーあざみ野：展示室（１・２階）、アトリエ（３階）、アートプラザ（屋外）等

● ●

●

●

●
●

あざみ野駅

アートフォーラムあざみ野

レストラン
メロンディア横浜銀行

地下鉄 1番出口

大正堂

東急ストア
東口

至渋谷 至中央林間東急田園都市線

横
浜
市
営
地
下
鉄

地下鉄
2番出口

山内地区センター・
山内図書館

至
横
浜

バス
ターミナル

交通　東急田園都市線・市営地下鉄
　　　「あざみ野駅」徒歩５分

● ● ●  横浜市男女共同参画センター  ● ● ●
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